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1巻頭言

巻 頭 言

「地震が来ると河が蘇る」という言い伝えがあるそうだ。

地震によって過去の地質的な履歴情報が顕になる

現象のことだ。大きな地震は普段は知ることのでき

ない様々な事実に気づかせてくれる貴重な機会でも

ある。

阪神大震災の調査の時である。私は学生一人を伴

って、体育館などのいわゆる大スパン建築の被害を

調査していた。調査といっても、まだ被災分布もよ

く分からない状態でとにかく地図を片手に歩き回る

ような調査だった。中央区の被害の様子は場所によ

って違うようだった。私たちが歩いている街の風景

は比較的被害が少ないように見えた。

街の風景をスキャンしていた私の目はひとつの建

物のところでピタリと止まった。体育館と思しき横

長の建物である（写真1）。よく見ると折版の屋根か

ら下へ3分の1あたり、意匠としてつけられている水

平の黒い帯線のすぐ下に、同じく水平に細くぐるり

と外装材がはがれた痕跡がある。一見すると外壁だ

けの被害のように見える。しかし、水平一直線に外

装材が切れたこの痕跡は、私にはかなりはっきりと

したメッセージを発しているように見えた。構造的

な不連続がある、というのが私の直感だった。

すぐさまその建物を訪れた。公共体育館であり内

部空間は物資の中継所として使われていた。震災後8

日目とはいえ、当日はまだまだ混乱の中で施設担当者

も見つけることができず、建物内をあまり無許可で歩

き回ることもはばかられた。外から見える外装材の破

損位置が構造的にどこの部分になるのかさえも知る

ことはできなかった。結局、内部のアリーナ空間の様

子を少し眺めて次の調査ポイントへと向かった。

3日間、足を棒のようにして歩き回った調査を終

え、研究室へ帰って大量の写真とメモの整理をして

いるとき、私の目は再びこの建物の写真のところで

止まった。外装材の破損位置は屋根構造の支承の位

置にしてはだいぶ下過ぎるようだ。よく見ると外装

地震が伝えるメッセージ
― ―ある大スパン免震建築との出会い ―

川口健一東京大学

材の破損位置には最初からエキスパンション・ジ

ョイントのような処理がしてあり、細いステンレ

ス板が最外周をぐるりと周っている。この線より

上が屋根構造なら非常に成の深い屋根構造で、そ

れを支える下部構造とが全く違う挙動をするとい

うことだ。屋根構造の支持部が単純支持になって

いてこれが地震時に動いたと考えることもできる。

しかし、遠くから見てこれほどはっきり分かる破

損を生じるということは、温度変形では生じ得な

い大きな変位が地震時にこの部分に集中して生じ

たことを意味している。

免震構造？

それが私の疑問符つきの結論だった。阪神大震

災の頃は大スパン建築に免震構造を応用する利点

についての議論すら始まっていない時期であった

から、既存の大スパン建築に免震システムが存在

しているとすれば、それは大変珍しいことである。

建物名称は神戸市立中央体育館。非常に気にか

かっていたので、後日、正式に現地と連絡を取っ

て訪問し、天井裏に上げていただくことができた。

梁成6mという非常に成の深いトラスの大梁がスパ

ン60mを架け渡している。平面的には、4本のトラ

ス大梁が井桁状に組み合わせられ、8本の大柱にの

る大架構になっている。大梁を大柱で受ける部分

には…、やはり免震支承があった。

写真1 建物外観



免震層は薄い摺動型の支承で、復元力はコイルバ

ネ、コイルバネの内側にはオイルダンパーがセットに

なっている。竣工からは長年たっており、周りには

ダンパーから漏れたかと思われる油のしみも見える。

現地の方のお話では、設計時には神戸大の先生方

が関わっていたという。そこで神戸大学名誉教授の

山田稔先生に伺ったところ、同じ神戸大名誉教授の

尭天義久先生のグループが直接に関わられたことが

分かった。尭天教授らは福井の震災時に現地調査を

行っている。大震災の恐ろしさを肝に銘じられてい

たに違いない。地元神戸の大規模な公共建築に対し

て地震時の災害を減じるために工夫を凝らされた、

ということは想像するに難くない尭天先生に電話で

お話を伺った。

竣工は1965年10月。当時はシェル構造や吊り屋根構

造の設計がそれらの研究と同時進行的に盛んに行わ

れていた時代である。時代の流れから行けば、この体

育館もそのような構造となるのが順当であった。しか

し、隣接する湊川神社からの要請で景観的に影響の少

ない陸屋根形式を選ぶことになったそうだ。井桁型に

組まれた大梁の温度応力を処理するために単純支持

の支承を考えたが、地震時の挙動を考慮して、全支承

部を滑動型としバネとダンパーも追加することにな

った。支承部はケルメット合金の滑動沓であり、この

設計のために実験を行い摩擦係数も調査した。また、

実地震波による解析等も行って、ダンパー反力等が意

外に小さいことなども確認したそうである。この辺の

経緯は文献［1］等に垣間見ることもできる。

1993年から95年にかけては、大規模なリニューアル

工事をおこない、大地震のときはちょうど改装がほ

ぼ終わり、再オープンを準備中であった。内装材や内

外壁にも被害が発生したが、外装材の破損を見る限

り、ある程度の免震効果もあったものと考えられる。

さて、阪神大震災における一連の調査を終えた私

の結論は、大スパン建築物の構造被害は意外に少な

く、吊り天井や懸垂物などの非構造部材の脆弱性が

深刻だ、ということであった。避難場所確保や公共

空間の安全性という観点から、大スパン建築内部の

非構造材被害を軽減しなくてはならない、と強く感

じ、その後は機会をとらえて私なりにメッセージを

発し続けてきたつもりであった。しかし、真に多く

の耳目を集めるには、実際に大勢の負傷者を出した

2005年の公共プールでの事故まで10年間を待たなけ

ればならなかった。

神戸中央体育館の免震構造との出会いにおいても、

地震によって外装材が破損することがなければ、私が

この免震建築の存在を知ることはなかったであった

ろう。近年、大きな地震が頻発している。１つ１つの

地震が多くの貴重なメッセージを掘りおこし、発信し

ているはずである。我々は、個々の震災からもっとも

っと多くのことを学びとれるのではないだろうか。

参考文献

［1］尭天義久「長大陸屋根鉄骨架構の動的応答について」日本建築

学会論文報告集号外、昭和40年9月，p.151。
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写真2 滑動型の支承 写真3 コイルバネとオイルダンパー



3免震建築紹介

1 はじめに
本建物は、JR岐阜駅の北西に隣接する敷地に建設

される超高層複合建築であり、岐阜駅西地区の再開

発として計画された建物である。高層部分は43階建

て、高さ163mとなり、中部地方の住居系建物では

最高の高さとなる。低層部分の基壇の上には屋上庭

園を設けており、岐阜駅北口駅前広場整備計画のコ

ンセプトである「杜の中の駅」と連動したデザイン

となっている。

施設構成は、1階～2階に商業系テナント、3階に医

療・福祉施設、4階に放送局、5階に住宅エントラン

スと屋上庭園、6階～14階に岐阜県住宅供給公社の高

齢者向け優良賃貸住宅（108戸）、15階～42階に分譲住

宅（243戸）、43階にスカイラウンジとなっている。

43階のスカイラウンジ部分と屋上のヘリホバリン

グデッキ部分は、免震化することにより、建物の重

量を利用したマスダンパーとして利用している。

2 建物概要
建物名称：岐阜シティ・タワー43

建 築 地：岐阜県岐阜市橋本町2丁目

建 築 主：岐阜駅西地区市街地再開発組合

用　　途：共同住宅・医療福祉施設・放送局・店舗

敷地面積： 5,412.12m2

建築面積： 4,623.17m2

延床面積：57,576.36m2

階　　数：地上43階、地下1階、塔屋2階

軒　　高：GL＋156.87m

最高高さ：GL＋162.82m

構　　造：RC造（一部S造）

設　　計：森ビル都市企画・竹中工務店

共同企業体

施　　工：森ビル都市企画・竹中工務店

共同企業体

3 構造設計概要
超高層部分の基準階の伏図を図2に示す。架構形

式は、RC造の純ラーメン架構、住戸部分の床は大

梁を極力省略したフラットスラブ（FR板合成床）と

し、外周部と中央部のコア周りに柱を集中的に配置

したダブルチューブ構造としている。

免 震 建 築 紹 介
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図1 建物外観写真
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超高層部分については、コンクリート強度が最大

でFc＝78N/mm2を採用、鉄筋は、柱主筋にSD685B

を採用している。

建物の固有周期は、X、Y方向でそれぞれ3.7秒、

3.6秒となっている。

4 マスダンパーの概要
本建物は屋上のスカイラウンジおよびヘリホバリ

ングデッキ部分を免震とすることで、建物本体の重

量をマスとした制震構造となっており、スカイラウ

ンジとヘリホバリングデッキを2段積みとした、大

型マスダンパーを採用している。

スカイラウンジから上の免震マス重量比は、地上

部建物重量の約2.4％、オイルダンパーの稼動スト

ロークは±1mとなっており、従来の風用マスダン

パーよりも大型化することで、大地震に対しても有

効なシステムとなっている。

2段積みのマスのうち、スカイラウンジ部分（重量

19,071kN）については、居住域であるため常時は本

体建屋に固定されており、震度5弱（80gal）以上の地

震時に固定が解除され、マスダンパーとして稼動す

る。また、ヘリホバリングデッキ部分（重量1,862kN）

については、非居住域であるため常時稼動とし、中

小地震にも対応している。

スカイラウンジ部の稼動制御には、1階床レベル

に加速度計を設置し、センサーが80gal以上を感知

した時点で自動的に固定が解除される制御システム

を導入している。

スカイラウンジ下部の免震層には、支承材として

球体転がり支承16基、復元材として2段積みにした天

然ゴム系積層ゴムを8基、減衰材としてのオイルダン

パーを8基、固定・稼動制御用としてのロック機構付

きオイルダンパーを8基設置している。また、想定外

の大地震に対して、スカイラウンジ部やヘリホバリ

ングデッキ部が脱落することのないように、オイル

バッファが8基設置されており、最大60kineの速度で

衝突した場合にも脱落がないように設計されている。

免震層の固有周期は、予備応答解析に基づいて最

も制震効果が高くなる周期に設定されており、スカ

イラウンジ免震層で8.1秒、ヘリホバリングデッキ

免震層で4.9秒となっている。

稼動部と固定部をつなぐエキスパンションジョイ

ント部分の外壁については、常時は高層部分の風圧

を受けるため強固に固定されており、地震時には変

形に追従するよう、ロックが解除される可動エキス

パンションジョイントを採用している。
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図2 基準階伏図

図3 スカイラウンジ部平面図

図4 大型マスダンパー断面図



5 地震応答解析
図6に地震応答解析のモデルを示す。本体建屋は

42質点の曲げせん断モデルとし、免震層部分につい

ては、捩れを考慮できるモデルようにモデル化され

ている。

表1に応答解析に用いた告示スペクトル適合波（以

下告示波）の最大加速度および最大速度を、表2にス

カイラウンジ床の免震層の最大応答値を示す。層間

変位、層間速度ともに設計クライテリアを満足して

いる。また、スカイラウンジ床の加速度、速度につ

いても什器の転倒に対して問題のないレベルとなっ

ている。

図7に告示波（釧路位相）に対する建物の層間変形

角応答を示す。同図には、マスダンパーの効果を把

握するため、免震層を固定とした場合の解析結果を

併せて示した。

層間変形角におけるマスダンパーの効果は、ヘリ

ホバリングデッキのみが稼動した場合で最大7％程

度、スカイラウンジ部分が稼動した場合で20～30％

程度となっている。

6 風応答解析
スカイラウンジ部分は、常時は本体に固定されて

いるため、台風で揺れることはないが、万が一の停

電や誤作動により台風時に固定が解除された場合に

スカイラウンジが脱落しないことを風応答解析によ

り確認した。

応答解析に用いたモデルを図8に示す。本体建物

部分は1次モードが卓越することから主架構モデル

の有効質量と1次固有周期から等価1質点系に置換し

た。また、スカイラウンジ部とヘリホバリング部は

免震層の復元力特性と質量から質点にモデル化し、

全体を3質点モデルとした。

風荷重の時刻歴波形は、アスペクト比4、高さ160m

の建物を想定した1/500の矩形モデルの風洞実験結果

に基づいて設定した。風洞実験結果より得られた時

刻歴一般化風力係数より、建屋本体およびスカイラ

ウンジ部のモーダル風力の時刻歴波形を算定した。

図9にスカイラウンジ部免震層の層間変位と層間

速度の時刻歴波形を示す。応答解析結果によると、

「極めて稀に発生する暴風時」においては、スカイ

ラウンジがバッファに衝突するため、バッファ衝突

時の安全性について検討を行った。

暴風時の層間速度の最大値は30.1cm/sとなるが、

バッファ衝突時においては、最大速度は20cm/s（時

速0.7km）以下となっており、バッファ設計用の衝突

5免震建築紹介

図5 スカイラウンジ免震装置配置図

図6 スカイラウンジ免震装置配置図

表2 スカイラウンジ免震層の最大応答値と設計クライテリア

表1 告示スペクトル適合波の諸元



速度60cm/sに対して十分に余裕があることを確認し

た。また、衝突時による衝撃加速度は、13.3cm/s2であ

り、地震時の応答加速度より小さい値となっている。

7 まとめ
建物本体重量の2.4％程度のマスと十分なストロ

ークを確保することで、大地震にも有効なマスダン

パーを実現することができた。本計画の実施におい

てご指導・ご協力をいただいた関係各位に深く感謝

いたします。
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図7 層間変形角の比較【告示波（釧路位相）】 図9 衝突速度の確認

図8 風応答解析モデル



7免震建築紹介

1 はじめに
本計画は医学および看護・介護領域の書籍出版を

主な事業とする「医学書院」の本社ビルの新築計画

である。従来、3つのビルで行われていた業務を1棟

に統合するメリットを生かした事務室内レイアウト

を行い、機能的な動線を確保することを目指した。

また、春日通りに面した敷地の持つ象徴性（前面道

路からの正面性と北・西の2面が主な外観として認

識される）のある佇まいを大切に捉え、格式を重ん

じたアカデミックな雰囲気を持たせている。

2 建築概要
建 築 名 称 医学書院新本社ビル

建 築 場 所 東京都文京区本郷1丁目28

用　　　途 事務所

建　築　主 株式会社　医学書院

設　計　者 株式会社　石本建築事務所

監　理　者 株式会社　石本建築事務所

施　工　者 株式会社　大林組

敷 地 面 積 1,439.42m2

建 築 面 積 990.58m2

延 べ 面 積 7,237.82m2

階　　　数 地上9階　地下1階

建物の高さ 39.9m

最 高 高 さ 45.85m

基準階階高 3.95m

構 造 種 別 鉄筋コンクリート構造

架 構 形 式 X、Y両方向共

耐震壁付ラーメン構造

基 礎 形 式 場所打ち鋼管コンクリート拡底杭

（杭頭半固定工法）

免 震 材 料 鉛プラグ入り積層ゴム（8基）

天然ゴム系積層ゴム（7基）

弾性すべり支承（6基）

直動転がり支承（4基）

別置鋼製ダンパー（4基）

3 構造概要
1）構造計画概要

本計画は、都心における敷地制約の中でもフレキ

シブルな事務室として最大限有効な空間を確保する

とともに、大地震時における高い安全性を確保する

ことを目標とした。

本建物のスパンは桁行方向14スパン、張間方向2

～3スパンである。法的な条件、プロポーション等

免 震 建 築 紹 介
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図1 外観パース
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による階高の制約の中で、張間方向の梁成を極力抑

えた計画とした。主な断面は柱850mm×900mm、大

梁575mm×825mm、コンクリート強度はFc27～33を

使用している。事務室空間は、3.2m間隔のプレスト

レスト梁により、16×37.5mの無柱空間とした。柱

配置は、隣合う2本の柱を1階部分でV字型に集約さ

せ、軸力を高めることで変形性能の高い大径の積層

ゴムを配置するようにした。また、1階の柱は敷地

の制約からわずかに建物内側にも傾斜している。地

震力はコア周りおよび一部外壁面に配置された耐震

壁に負担させ、最下階で発生する引抜き力に対して

は、直動転がり支承を配置することで対応した。

敷地は本郷台の最も高い地点付近であり、表層は

関東ローム層、以深には本郷層、東京層、東京礫層、

江戸川層が分布している。本敷地の工学的基盤は、

Vs＝400m/s以上となるGL－40mとした。

基礎構造は、GL－40m以深の細砂層（江戸川層）を

支持層とする場所打ち鋼管コンクリート杭を採用

し、アースドリル工法および既存躯体にかかる部分

についてはCD工法とした。また、杭頭の曲げ応力の

軽減をはかることから杭頭半固定工法を採用した。

4 設計方針
1）耐震性能目標

本建物は、極めて稀に発生する地震動に対して、

各部材は短期許容応力度以内、層間変形角は1/300

以内となるように設計した。また、什器の転倒を少

なくするため、事務室の応答加速度を250cm/sec2以

下とした。

2）免震層の設計

免震部材の配置は、小変形から大変形までの各変

形において、免震層位置における重心と剛心をほぼ

一致させるように配置した。

積層ゴムの長期面圧は15N/mm2以下とし、極めて

稀に発生する地震動に対して引抜き力が生じないよ

うにした。直動転がり支承に発生する引抜き力は許

容値以下となるようにした。また、建物と擁壁のク

リアランスは60cmとした。

3）事務室の居住性

本建物の前面道路は交通量が多く、また複数の地

下鉄も走行しており、大スパンの事務室の居住性が

懸念された。そこで交通振動測定を行い、測定され

た波形を用いた鉛直方向の振動解析を行い、当該部

の居住性に問題ないことを確認した。
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図3 架構イメージパース

図2 基準階伏図
表1 耐震性能目標
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5 時刻暦応答解析
1）設計用入力地震動

入力地震動は、以下の通りである。

告示波3波、観測波3波およびサイト波として東京

湾近傍の断層を想定した東京湾北部断層（M7.3）に

よる地震動を採用した。

2）解析モデル

本建物の時刻暦応答解析は免震層下部を固定とし

た1層1質点の10質点系等価せん断型モデルにより行

った。復元力特性は、桁方向は剛性低下型（武田モ

デル）、スパン方向はプレストレスト梁を考慮し、

履歴によるエネルギー吸収のない逆行型とした。減

衰定数は上部構造の一次固有周期に対して3%の瞬

間剛性比例型とした。

免震層は、天然ゴム系積層ゴムは弾性、鉛プラグ

挿入型積層ゴムは修正Tri-Linear型、すべり系支承、

転がり系支承、鋼製ダンパーはBi-Linear型としてモ

デル化した。表3に各歪み毎の等価剛性による固有

値解析結果を示す。

図5 東京湾北部断層位置（★：破壊開始点、×：建設地）

表2 設計用入力地震動

図6 擬似速度応答スペクトル（極めて稀に発生する地震動）

図4 免震材料配置図



6 おわりに
本建物は、2007年3月に無事竣工を迎えました。

設計、施工を通じて関係する皆様に、この場をお借

りして御礼申し上げます。
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3）応答解析結果

以下に応答解析結果を示す。いずれも耐震性能目

標を満足している。

4）地盤－杭－建物連成解析

地盤および長さ約38mの杭と杭頭半固定工法の影

響を確認するため、地盤－杭－建物連成系の地震応

答解析により確認した。工学的基盤から地盤、杭、

建物を図7のようにモデル化し、免震層および上部

構造は、免震層より上部の設計用モデルと同じとし

ている。

層間変形角の応答結果の比較を図8に示す。設計

用モデルと層間変形について大きな差異は見られな

かった。免震層の応答変位については、設計用モデ

ルよりやや小さめの値となる結果であった。

図7 連成解析モデル（Penzien型）

図8 応答結果（X方向告示波－神戸）

表4 応答結果まとめ（免震材料のバラつき考慮）

表3 固有値解析結果
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1 はじめに
武蔵野市防災・安全センター（仮称）等西棟増築工

事は、昭和55年に竣工した既存の武蔵野市役所西棟

1・2階の上に、武蔵野市の新たな防災・安全センタ

ーとして、中間免震層を介し4～8階計約4,500m2を

増築したものである。

本稿は、既存建物の状況を踏まえて実施した、防

災拠点実現のための各提案内容についてご報告させ

て頂くものである。

2 建物の概要
【工事名称】武蔵野市防災・安全センター（仮称）等

西棟増築工事

【所 在 地】東京都武蔵野市緑町2丁目2番28号（武蔵

野市庁舎内）

【用　　途】庁舎

【建 築 主】武蔵野市

【設計監理】日建設計

【施 工 者】大成・沖島JV（建築）

【建築面積】405.23m2

【延床面積】4,486.51m2（増築部）

【軒　　高】SGL＋31.9m（屋上鉄塔20m）

免 震 建 築 紹 介

武蔵野市防災・安全センター（仮称）等西棟増築工事

図1 建物外観パース

図2 構造概要図

常木 康弘
日建設計

長瀬　悟
同

寺田 隆一
同



3 増築・改修設計方針
（1）既存部の状況

既存部は、将来8階建てに増築することを予定し

て計画され、2階屋根上に柱増築用のブラケットが

設けられていた。

1981年基準法改正以前の設計であることから、耐

震設計は1次設計（C
0
＝0.2）のみ実施されている。また、

地震力に対する杭の水平抵抗の規定がなかったため、

杭の設計においては水平力が考慮されていない。

（2）増築部の設計方針

今回の計画では、極力居ながら工事により当初想

定の8階建てを実現すると同時に、増築部・既存部

とも防災拠点に相応しい耐震性能を付与することが

要望された。

このため、増築部最下階となる3階を免震層とす

る中間層免震構造を提案し、また既存部より自由度

の高い平面プランを実現するため増築部の構造種別

はS造を選択した。免震層の設計方針については後

述するが、支承材への地震時引抜力を最小化するた

め、増築部は純ラーメン架構としている。

他の特徴として、免震構造の上部構造である増築

部より、直接GLレベルに至るためのEVシャフト及

び既存南棟への渡り廊下を吊り下げており、エキス

パンション・ジョイント部には所定の免震クリアラ

ンスを設けている。

（3）既存部の改修設計方針

建物の設計クライテリアを表1に示す。中間層免

震構造を選択することにより、既存部に生じる極め

て稀に発生する地震動時応答層せん断力は十分小さ

くなる（図12で後述）が、設計クライテリアを満足さ

せるべく1階耐震壁（Y方向架構2箇所のみ）に増厚補

強を行った。
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図3 杭伏図

図4 基準階（4～8階伏図）

図5 免震層（3階）伏図

図6 1階床梁伏図



また、敷地に余裕のあることを利用して杭径3600

φの場所打ちコンクリート杭8本を増設し、増設基礎

梁を介して既存基礎に圧着することにより、既存杭

に作用する地震時水平力を半減させ、杭の安全性を

確保した（図7）。既存基礎の多くはせん断補強筋（は

かま筋）が設けられていないため、圧着力により直交

方向に生じる引張力が、施工時許容引張応力度以下

に留まるよう配慮した。また、せん断余裕度確保の

ため、既存基礎の炭素繊維巻き補強も実施している。

4 免震層の設計方針
（1）免震部材選定方針

積極的に長周期化を図るため、支承材20基のうち

12基を低摩擦タイプの弾性すべり支承とした。

残り8基は天然ゴム系積層ゴムアイソレータ（低弾

性タイプ）を使用し、地震時引抜力を処理するとと

もにねじれ剛性を確保することを意図し、建物コー

ナー部に設けている。

ダンパーは、風荷重時に降伏せず、かつ発注者要

望により6階床応答加速度を最小化すべくダンパー

量や種類に関するケース・スタディを行い、鋼棒ルー

プダンパー8台を採用した。

（2）既存部への接合方法

支承材の接合は既存柱ブラケットを用いて行うのが

合理的である（図8）が、既存外壁ラインを維持し、かつ

所定の免震クリアランスを確保するため、1・6通りのコ

ーナー部アイソレータは内側に800mm偏心させている。

このため、既存柱ブラケットを撤去してスペース

を確保し、鉄骨造の箱形逆梁を既存大梁間に架け渡

13免震建築紹介

図7 3通りPCケーブル配線図

図8 積層ゴムアイソレータ（一般部）断面図

図9 積層ゴムアイソレータ（コーナー部）平・断面図

図10 弾性すべり支承断面図



6 地震応答解析結果
極めて稀に発生する地震動時において、応答の最

も卓越する告示JMA神戸波に対するY方向時応答層

せん断力を図12に示す。既存部のみ及び非免震にて

増築した場合の応答結果も併記した。

中間層免震構造とすることにより、非免震時と比

べ応答層せん断力が1/4～1/2程度に低減されており、

既存部のみの場合と比較してもほとんど増えていな

いことが確認できる。

7 おわりに
本建物は2007年5月に竣工し、現在は開館へ向け

た運用準備を開始している。

最後に、本建物の計画・設計・施工にあたりご協

力頂きました武蔵野市役所の方々をはじめとする関

係者の皆様方に、厚く御礼申し上げます。
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すことで、アイソレータに発生する力を既存部に伝

達させている（図9）。

弾性すべり支承は既存柱ブラケットを使用して設

置しているが、P－δ効果による付加応力を既存大

梁に発生させないよう、すべり板面を下向きにして

配置した（図10）。

鋼棒ダンパーと既存部躯体との接合部はあと施工

アンカーの引張耐力に期待する設計となる。余裕度を

確保するため、十字に組んだH形鋼の下フランジ面に

なるべく多くの本数を打設した。また、既存部屋根面

の大梁・小梁の交点に平面位置を合わせることによ

り、地震時曲げモーメントに抵抗させている（図11）。

5 設計クライテリア
増築部・既存部とも、極めて稀に発生する地震動

時に短期許容応力度以下としている。

図11 鋼棒ループダンパー断面図
図12 振動解析結果

（告示JMA神戸波，Y方向時応答層せん断力）

表1 耐震・耐風設計クライテリア

表2 振動解析モデル諸元
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1 はじめに
奥村東京三田ビルは、平成元年に竣工した鉄骨鉄

筋コンクリート造による事務所ビルである。首都圏

での防災拠点として、大地震時においても事務所機

能を維持することを目的として免震化が計画された。

建物の地下部分は敷地境界との余裕が無いことか

ら、基礎免震ではなく、1階の柱頭部に免震支承を

配置する中間階免震方式を採用した。なお、構造性

能並びに耐火性能について国土交通大臣の認定を取

得している。

2 建築概要
建 築 場 所：東京都港区芝5-6-1

設　　　計：村野・森建築事務所

竣　　　工：平成元年11月

構 造 形 式：鉄骨鉄筋コンクリート造

階　　　数：地上9階、地下3階

基準階面積： 966.9m2

延 床 面 積：9,738.6m2

軒　　　高：GL＋33.17m

基礎底深さ：GL－16.1m

工　　　期：平成18年7月末～平成19年5月

3 構造設計概要
3.1 目標性能

設計にあたり、耐震性能目標を表1のように設定

した。建物については、レベル2地震時においても

無損傷を目標とした。また、免震層の最大変位は、

免震変位対応型エレベーターのレールと1階柱との

クリアランスが35cm、積層ゴム支承の周囲に配置

される耐火被覆材とのクリアランスが34cmである

ことから、目標値を33cm（積層ゴム支承のせん断ひ

ずみγ＝200%）とした。

3.2 建物切断位置

免震支承を挿入するための建物切断位置は1階柱

頭（1FL＋2750）を原則とした。ただし、両妻面のピ

ロティ柱は柱脚が太い既存の意匠性を損なわないよ

う配慮して、柱脚（1FL＋1270）に免震支承を配置し

ている。西側の屋上庭園部分は、梁・スラブを切断

したうえで1階の柱（非免震部分）より再支持させる

計画とし、上部構造から切り離した。（図1）

免 震 建 築 紹 介

奥村東京三田ビル免震レトロフィット

写真1 建物外観（竣工時）

舟山 勇司
奥村組

西野 晃平
同

森川　勤
同

稲垣 考一
同

表1 耐震性能目標



3.3 免震部材

免震部材の配置を図2に示す。上部構造を22基の

高減衰ゴム系積層ゴム支承により支持することとし

た。支承のゴム総厚は160mm、ゴム径はΦ650mm～

Φ750mmを用い、支承にはそれぞれ耐火被覆を施す。

また、応答変位を極力低減させる必要性から、長辺

および短辺方向ともに最大減衰力500kNのオイルダ

ンパーをそれぞれ2基設けた。

3.4 設計用入力地震動

設計用入力地震動は、告示に定められた加速度応

答スペクトルに適合し、表層地盤による増幅を考慮

して作成した告示波を3波、関東地震を想定して入

倉の方法（経験的グリーン関数法）を用いて作成した

サイト波、代表的な観測地震波を3波とした。各入

力地震動の最大加速度と最大速度を表2に示す。

設計用入力地震動の擬似速度応答スペクトル（h＝

5%）を図4に示す。告示波はいずれも速度レベルが

ほぼ一定で
p
S
v
＝100cm/s程度である。一方、サイト

波は8秒付近に
p
S
v
＝250cm/sを越える大きなピークを

有する長周期地震動である。敷地での常時微動測定
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結果や、地震基盤までを対象とした地盤増幅解析に

おいても7～8秒付近にピークが見られ、この8秒近

傍の長周期成分は、関東平野の深い地層構造に起因

する特性と考えられる。

表2 設計用入力地震波と入力レベル

図1 建物切断位置

図2 免震部材配置図

図3 入力地震動のスペクトル特性
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3.5 時刻歴応答解析

免震化後の建物について時刻歴応答解析を行い、

目標とする耐震性能を有することを確認した。

地下階は壁量が多く十分な剛性を有することから

剛体とし、1階の積層ゴム支承に上部構造が支持さ

れる基礎固定の9質点等価せん断ばねモデルとした。

解析結果の一例として、最大応答加速度の分布を

図4に、層せん断力係数の分布を図5に示す。最大応

答加速度の分布状態は高さ方向にほぼ一様であり、

最上層における最大応答加速度は200cm/s2程度であ

った。上部構造の層せん断力係数は、当初設計時の

設計用せん断力の50%程度に抑えられており、柱や

梁部材が短期許容応力度以下であることが確認され

た。また、最大層間変形角は1/919であり、目標と

した1/500を十分下回っている。時刻歴応答解析に

よる免震層の最大変位は32.6cmであり、目標性能を

満たすことを確認した。

地下・基礎構造については、基礎梁の一部に許容

曲げモーメントを超える部材が見られるが、せん断

力に対しては十分に余裕がある。杭に発生する曲げ

モーメントおよびせん断力は終局耐力以下であり、

軸力は短期許容支持力以下である。

4．施工概要
4.1 免震化工事

免震化の工事は、1階の施工部分を除いた建物全

館を供用しながら実施された。そのため、全工程を

2期に分け、来客者、役職員の出入口、使用するエ

レベーター、および資材の搬入口を確保した。

柱の切断にはワイヤーソーを、壁についてはウォ

ールソーを併用する方式とした。両装置ともに通常

の水冷式ではなく空冷式を採用し、地下階への漏水

や漏電事故を防止すると同時に、粉塵や振動・騒音

を抑えることで執務環境の維持に努めた。

積層ゴム支承の設置手順を図6に示す。まず、2階

の梁との接合部に仮設柱および積層ゴム支承の架台

となるキャピタルを製作する。次に、柱の両脇に仮

設柱を配置し、油圧ジャッキにより軸力を作用させ

た後に柱を切断する。積層ゴム支承の挿入、補強筋

を施した後、コンクリートの打設および無収縮モル

タルのグラウトを行なう。強度発現後に仮設柱を撤

去し、積層ゴム支承の周囲に施工期間中の耐震要素

となる水平拘束板を取り付ける。この一連の作業を、

短辺方向の柱3本を1セットとして順次実施した。

図4 最大応答加速度の分布

図5 層せん断力係数の分布



4.2 施工中の耐震安全性

施工中も通常通りの業務を継続しているため、施

工前と同等の耐震安全性を確保するように補強計画

を定めた。

施工中の耐震要素としては、切断前の柱と耐震壁、

施工を完了した柱、および鋼製仮設壁である。図7

に示す鋼製仮設壁は、せん断降伏により振動エネル

ギーを吸収する機能を有している。

レベル2地震動の時刻歴応答解析をもとに、1階に

生じる水平力および補強材の必要数量を求め、図8

に示す部分架構モデルにより、施工の進捗に伴う各

ステップ毎に応力解析を行って、施工過程のどの状

態においても、柱が脆性破壊をすることなく支持力

を失わないことを確認した。

5 あとがき
本免震レトロフィット工事は、建物を使用しなが

ら業務に支障を及ぼすことなく約10ヶ月の工期で平

成19年5月に無事竣工した。最後に、本改修工事に

ご協力いただいた関係各位に、紙面を借りて御礼申

し上げます。
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図7 鋼製仮設壁の概要

図8 部分架構モデルの概要

図6 積層ゴム支承の設置手順



3 構造設計概要
3.1 構造計画概要

構造的には、超高層建物でありながら、基準階に

18m×18mグリッドの大スパン事務室を計画してい

るのが、最大の特徴である。耐震的には、外周の柔

構造フレームとコア内の剛構造（エネルギー吸収）フ

レームの混合構造である。

1）鉛直荷重に対する設計概要

オフィスゾーンの床組については、3.6mのモジュ

ールを基本とし、格子梁を用いてたわみの低減をは

かっている。オフィスゾーンの18mスパンを支える

柱については、高軸力に耐えるよう外形1,200㎜程

度の角型CFTとし、下層階の鉄骨材質は590N級、コ

ンクリートはFc60Nの高強度コンクリートを使用し

ている。外装については、外周フレームから3.6mは

ね出した先端で支持しているため、はね出し及び先

端小梁の剛性を確保している。
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1 はじめに
本建物は、東京丸の内の国際ビジネスセンターの

拠点となる高さ約200mの超高層ビルである。低層

部が商業用途、高層部が事務所用途の複合ビルとし

て構成されている。首都東京の玄関口である東京駅

前広場において、当地区の景観形成をリードし、ゲ

ート性を備えた象徴的な都市景観を形成することを

目標に、よりグローバルな視点からコンセプトデザ

インに英国人建築家のマイケルホプキンス卿を起用

している。外壁の凹凸による建物ボリューム感の減

少、塔屋を含んだ建物中央部のシンボル性、及び高

さ31mラインを介しての高層と低層が明快に分離さ

れた意匠デザインが特徴である。

2 建築概要
建物名称 新丸ビル

所在地 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

建築主 三菱地所株式会社

主要用途 事務所・店舗・駐車場

階数 地下4階・地上38階・塔屋1階

最高高さ 約198m

延床面積 約195,000m2

構造種別　　地上：鉄骨造（柱CFT）

地下：鉄骨鉄筋コンクリート造

（一部鉄骨造）

外装 アルミカーテンウォール

設計監理 株式会社　三菱地所設計

施工者 竹中工務店

工期 2005.3～2007.4

制 震 建 築 紹 介

新丸の内ビルディング

写真1 外観

小川 一郎
三菱地所設計

吉原　正
同
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図1 基準階平面図 図2 基準階伏せ図

図3 外周フレーム軸組図 図4 コアフレーム軸組図



2）水平荷重に対する設計概要

高層部の外周は、X、Y両方向とも18mグリッド

を基本としたフレーム構造としている。外周部の大

梁は、3.6mのはね出し床及びはね出し先端部の外装

を支持するため、想定する最大の地震時においても

損傷程度が軽微（ほぼ弾性）であるよう、剛性及び強

度を確保している。

一方、コアフレームは、水平剛性の比較的小さい

外周フレームを補うだけの剛性・耐力を確保すると

同時に、履歴系及び粘性系のダンパーを配置し、地

震時のエネルギーを極力吸収させている。粘性系の

ダンパーについては、主に中小地震時の減衰性を高

めることにより、応答の低減と振動の減衰性を高め

ることを目的とした。また、履歴系のダンパーにつ

いては、大地震及び極大地震時における柱梁主フレ

ームの損傷を極力低減することを目的とした。

3）部材断面サイズ及び板厚に関する設計概要

オフィス基準階の大梁の梁せい設定については、

大スパン18m（最大スパン21.6m）のたわみを抑えるこ

と及び特に建物全体の水平剛性・ねじり剛性を確保

する必要から、下層階で梁せい1200mm、上層階で

1150mmと設定している。また、想定するフランジの

板厚及び幅としては、基本を40mmの600mm以下、外

周梁において最大で50mmの700mm以下としている。

3.2 耐震設計概要

本建物の耐震性能は、兵庫県南部地震と同規模の

直下型地震並びにM8クラスの長周期長時間地震動

に対して中破以下（層間変形角1/100以下）に抑える

ことを目標にしている。

制震部材としては、履歴系及び粘性系のダンパーを

配置している。履歴系のダンパーとしては、新日本製

鉄社製の225N/mm2級低降伏点鋼材を用いたアンボン

ドブレースを各階約20箇所に、粘性系のダンパーとし

ては、オイレス工業社製の壁型粘性せん断ダンパー

（Viscous Wall Damper）を各階約7箇所に設置している。

アンボンドブレースは、芯材断面を22×250～36×

300の範囲で上下階に応じて6種類切り替えて採用し

ている。一部下層階に、強度確保のため芯材を

SN490材としたタイプも使用している。

制震壁は、高粘度の粘性体の粘性せん断抵抗を利

用したもので、粘性体を充填した外部鋼板（粘性体

容器）の間に内部鋼板（抵抗板）を挿入したものであ

る。風及び中小地震時の揺れから大地震時の激しい

揺れまで幅広い振動減衰効果を期待している。種類

としては、内部鋼板がシングルタイプとダブルタイ

プの2種類を使い分けており、主に上層階をシング

ルタイプ、中下層階をダブルタイプとしている。有

効減衰力の目安としては、ダブルタイプで1800kN、

シングルタイプで900kN程度である。

3.3 地震応答解析結果概要

振動解析モデルは，各階の質量を各階床位置の質

点に集約し，各質点間を曲げせん断棒でつないだ44

質点系モデルとした。建物の一次固有周期はT1＝

4.05（s）である。

入力地震波は、M8クラスの長周期成分の大きい

長時間地震動4波（以降，関東波、エネフィット波と

する）、建築センターBCJ－L2波、兵庫県南部地震

と同規模の断層を想定した直下型の模擬地震波（以

降、直下型L4波とする）の合計6波である。
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図5 アンボンドブレース

図6 粘性壁



図7に各階最大層間変形、図8にフレームの塑性率

を示す。最大応答は、直下型L4地震で生じているが、

いずれの地震波も層間変形角1/100、塑性率2.0以下

のクライテリアを満足している。

表2に各地震波の入力エネルギー並びにエネルギ

ー吸収配分を示す。関東波・エネフィット波は，

BCJ－L2の1.5倍程度のエネルギー総入力を有してい

る。関東波・エネフィット波・BCJ－L2波では，フ

レームの負担割合が小さく制震部材（制震壁・制震

ブレース）の吸収割合が多くなっており，フレーム

の損傷が小さくなっていること分かる。それに対し

て直下型L4波では，フレームの負担割合が多くなる

傾向となっている。図9～10に関東波NSとBCJ－L2

波の時刻歴エネルギー吸収配分の例を示す。

22 MENSHIN NO.57 2007.8

制 震 建 築 紹 介

表1 入力地震波一覧

表2 各地震波の入力エネルギーとエネルギー吸収配分

図7 最大層間変形角

図8 最大塑性率

図9 関東波NS

図10 BCJ－L2波



また、別途解析により、制震壁の効果を検討した。

入力地震動は、中地震を想定したレベル1相当の模

擬地震波VE75N（Amax＝229.6㎝/s2、Vmax＝28.8㎝/s、

継続時間60秒）とした。例として上層階34階の最大

応答値は、制震壁がある場合は無い場合に比べて、

加速度で89％、層間変位で83％に低減された。図11

に34階の時刻歴応答加速度を示す。また、図12に入

力終了後（60秒以降）の自由振動の減衰性の比較を示

す。制震壁による効果は、建物に仮定した粘性減衰

2％に対して概ね2％程度の付加減衰に相当している

ことがわかる。

4 おわりに
本建物は、2007年4月12日に竣工し、4月27日にグ

ランドオープンした。
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図11 34階時刻歴応答加速度

図12 自由振動時の減衰性（34階時刻歴応答加速度）

写真2 アンボンドブレース設置状況 写真3 制震壁設置状況



本建物の概要を以下に示します。

建築場所：静岡県熱海市東海岸1－2他

用　　途：病院

敷地面積：26,046.45m2

建築面積： 3,574.13m2

延床面積：23,230.52m2

階　　数：地上8階、地下2階、塔屋1階

軒　　高：30.23m（最高高さ：30.83m）

構造形式：鉄筋コンクリート造

架構形式：耐震壁付ラーメン構造

基礎形式：杭基礎、直接基礎、斜め型永久アンカー

設計施工：株式会社大林組

3 構造計画概要
本建物に関しては、本誌47号の「免震建築紹介」

で紹介されていますので、構造設計上の詳細は省略

させていただき、説明を受けた内容を中心に概要の

みを紹介いたします。

構造形式は、X・Y方向とも鉄筋コンクリート造

の耐震壁付ラーメン構造であり、構造規模は長辺方
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1 はじめに
今回は、静岡県熱海市に建設された、国際医療福

祉大学熱海病院を訪問いたしました。本建物は、JR

熱海駅から海の方に向かって徒歩10分程度の所にあ

り、海岸線に面した急峻な傾斜地に建設された、地

域の基幹病院の役割を持つ総合病院です（写真1）。

本年2月から名称変更され、「附属」が取れて「国際

医療福祉大学熱海病院」になりました。

本建物は、2006年度第7回の免震構造協会作品賞

（特別賞）を受賞しており、また本誌47号（2005年2月）

でも免震建築紹介として掲載されています。

あいにくの雨の中でしたが、国際医療福祉大学熱

海病院の大杉様、杉本様、大林組の甲賀様、田畑様、

日立製作所の讃井様に案内していただきました。

2 建物概要
本病院は、平成14年7月1日、国立熱海病院の運営

を引き継ぎ、国際医療福祉大学付属熱海病院として

開院しました。その後運営を続けながら、老朽化し

た建物の全面建て替えを行ったのが、今回の建設計

画です。地域の基幹病院としての重要な役割を担い、

最先端の医療サービスを提供し、海岸崖地の立地条

件による相模灘の絶景を楽しめる「癒しの環境」を

提供するよう計画されました。当敷地は東海地震の

指定区域であり、病院を利用する入院者や患者に向

け、災害時に医療機能が保全されるよう安全性の高

い免震構造が採用されました。

建物は、41m×102mの平面形を有し、地上8階地

下2階の鉄筋コンクリート造で、平成17年7月から新

病院として開業しました。

猿田正明
清水建設

藤波健剛
前田建設工業

小澤義和
横浜ゴム

国際医療福祉大学熱海病院
免 震 建 築 訪 問 記 ― 62

写真1 建物全景



免震建築訪問記－ 62

向102.0m、短辺方向41.1mとなっています。図1に示

すように、平面形状は北面が雁行しており、4階の

基準階より上階で病棟と宿舎棟を分離して2棟構成

となっています（図2）。エントランスは3階レベル

となっています。

本建物の特筆すべき点は、非常に特殊な敷地条件

を克服して実現されたことにあります。海岸に面す

る急峻な傾斜地に計画されており、敷地には約40m

の段差があります。この傾斜地の巨大な片土圧に対

して安全性を確保するため、建築空間の確保を目的

とした架構形式および擁壁の計画には、大きな注意

がはらわれています。上部建物は地盤の傾斜に合わ

せ、三層にわたる各レベルに免震層が設けられてい

ます。擁壁および基礎には、斜め型永久アンカーを

配置し、建物を土圧から開放し有効な建築空間を確

保しています（図2）。

免震部材の配置を図3に示します。積層ゴムは天

然ゴム系積層ゴムで、900φが4基、800φが37基、

700φが47基の計88基が設置されています。ダンパ

ーとして、16台のオイルダンパー、20台のブレーキ

ダンパーを併用しています。海岸線に面しているこ

とから海風の影響を受けやすく、台風の接近が多い

地域でもあるため、強風による揺れを抑えるブレー

キダンパーが日本で初めて採用されています。

また、巨大地震時に生じる積層ゴムの引抜力を低

減するために、引抜き力制御ベースプレートが、出

隅部の7箇所の積層ゴムに対して設置されています。

地下構造と上部建物との境界を免震層とした免震

建物とすることにより、災害時にも医療機能が保全

される高い安全性を確保しています。

4 見学記
説明を受けた後に、病院内部を見学させていただ

きました。ここでは、写真を用いてその様子を説明

します。

写真2は擁壁と斜め型永久アンカーの定着部の状

況を示します。
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図1 建物平面

図2 建物断面

写真2 擁壁と永久アンカー定着部

図3 免震部材配置図



写真3はオイルダンパー、写真4はブレーキダンパ

ーの設置状況を示します。

ブレーキダンパーは、地震力に対して減衰性能を

発揮する以外に、稀に発生する風圧力に対して滑ら

ないように設計されています。ブレーキダンパーは、

ステンレス板とブレーキ材のせん断摩擦を利用する

摩擦型のダンパーで、1台で4面の滑り面を有してい

ます。黒い部分は、可動部分で、防塵用のカバーが

設置されています。

スペースを有効に利用するために、積層ゴムの躯

体側基礎部に、治具を用いてダンパーが取付られて

います（写真5）。また、上部躯体の変形代を確保す

るために、上部基礎が緩衝する部分では、鉄骨治具

を用いて基礎側と連結されています（写真6）。

大地震時に積層ゴムに加わる引き抜き力を制御す

るために、アンカーボルト部に皿ばねが配置されて

います（写真7）。皿ばね部には防塵用のカバーが取

り付けられています。
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写真3 オイルダンパー

写真4 ブレーキダンパー

写真5 オイルダンパー取付部

写真6 ダンパー取付部

写真7 引き抜き対応治具



免震建築訪問記－ 62

病院ということで、配管は多いのですが、コンパ

クトにまとめられています（写真8）。

小型の別置き試験体が、免震ピット内に設置され

ていました（写真9）。

8階の個室にも案内していただきました。海に面

し、広々とした豪華な室内でした。

外来患者の待合いスペースは、開放的で明るい空

間です（写真11）。

5 訪問談義
訪問見学中の質疑や談義の一部を以下に示します。

Q：本建物の特徴を一言で言うとどうなりますか。

A：敷地条件につきると思います。40mの段差があ

り、斜面からの片土圧を受ける擁壁を如何に設

計するかが大きな課題でした。

Q：100mを越える長さですが、設計上どの様に考え

ていますか。

A：評定部会でも質問を受けました。ねじれに対す

る検討を行い、問題ないことを確認しています。

Q：海岸線に面していますが、塩害等に対してどの

様な対策を行われていますか。

A：鉄材は極力使わないようにしています。使う場

合には、亜鉛メッキを施し、防錆対策を行って

います。

Q：東海地震の指定区域ということで、どのように

考えていますか。

A：静岡県の地域係数としてZs＝1.2を考慮して設計

しています。さらに、病院であることから、重

要度係数1.25を安全余裕度の検討の際に乗じて

検討しています。

Q：外来患者等への免震に対する説明などは行われ

ていませんか。

A：特に行ってはいませんが、パンフレットなどで

免震建物であることは広報しています。

Q：地震観測等は行っていますか。

A：特に行っていません。施工に際して、永久アン

カーを打設する際、変形量の確認のための計測
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写真8 配管状況 写真11 待合い場所

写真9 別置き試験体

写真10 個室



は行いました。

Q：新病院が開業して2年近くなりますが、これまで

に免震効果が確認されたことはありましたか。

A：昨年4月30日に伊豆半島沖地震が発生し、熱海

市網代で震度5弱が観測されました。休日で自

宅に居て地震の揺れを感じたので、急いで連絡

したのですが、病院内では、気が付かなかった

と言われました。

6 おわりに
熱海のビーチラインを見下ろすように位置し、療

養には最適な環境を備えていました。免震の建物が、

地域の基幹病院としての重要な役割を担っているこ

とが体感できました。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を

お聞かせ頂きました、国際医療福祉大学熱海病院の

大杉様、杉本様、大林組の甲賀様、田畑様および日

立製作所讃井様他関係者の方々に、厚く御礼申し上

げます。
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写真12 説明の様子

写真13 集合写真
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1 序論
天然ゴム系積層ゴムの圧縮せん断状態での限界性

能及びそれに至る過程を正確に把握するため、高面

圧、高せん断ひずみ（変形）までの一連の圧縮せん断

試験を行い各種評価性能に対する材料（ゴム材料、

中間鋼板）、形状などの影響を評価した。又、試験

条件を変えその影響も確認した。

2 目的
以下に免震部材告示基準値の積層ゴム限界曲線

（告示限界曲線）と免震告示第6の構造計算の関連を

示す。

2.1 告示限界曲線と免震告示第6の構造計算の関連

図1にその関連を示す。告示限界曲線は免震告示

第6の構造計算に以下の目的で使用されている。

（1）設計で用いる範囲

鉛直基準強度（0.9×変形0の圧縮限界強度）と設計

限界変形（積層ゴム支承の場合：0.8×水平基準変形）

で囲まれる範囲で設計可能。

水平基準変形：変形0での鉛直基準強度の1/3の荷重

での限界変形

（2）設計で用いる各種性能基準値を測定する基準面

圧と規定変形（部材告示に規定）

基準面圧：変形0での圧縮限界強度の10%以上、30%

以下に相当する面圧

規定変形：限界変形の20%以上、70%以下の変形

（告示には記述されていないが、従来の

長期許容面圧相当の測定面圧そして測定

ひずみを考慮）

以上のように、免震告示第6の構造計算では以下

に示す限界曲線が重要な役割を果たしている。

2.2 積層ゴムの告示限界曲線とその精度

図2に告示限界曲線の求め方を示す。

圧縮限界強度（σ
CR
）と座屈から求めた限界曲線1）

（以下、告示限界曲線と称す）が一般的に使用されて

いる。圧縮限界強度（σ
CR
）は（1）式からの計算値、ま

たは製作社の推奨面圧に相当する基準面圧との関連

で定めた暫定値（σL）であり、そしてひずみに伴う圧
縮限界強度は座屈の有無を確認した試験値である。

σ
CR
＝ζ・G・S1・S2（ζ：補正係数） （1）

しかし、以下の理由でこの限界曲線は圧縮せん断

状態で生じる積層ゴムの限界挙動を必ずしも精度良

く評価しているものではない。

○圧縮限界強度（σ
CR
）は（1）式からの計算値、また

は基準値（製作社の推奨面圧）との関連で定めた暫

定値（σL）で測定結果ではない。
○ひずみに伴う圧縮限界強度は座屈の有無を試験で

確認することになっているが、各ひずみでの座屈

発生の確認は困難である。たとえばS2が5の積層

ゴムの場合、図9の履歴から判るように300％程度

までのひずみでは履歴が明らかに非線形となる高

面圧でも座屈は発生せず、従ってひずみに伴う圧

天然ゴム系積層ゴムの限界性能評価

特 別 寄 稿

金 瞳 玩
東一ゴムベルト
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図1 告示限界曲線と告示構造計算の関連
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縮限界強度としてプロットされた試験結果は、

座屈発生点ではなく座屈が発生していないことを

確認した試験結果が殆どである。

以上のような理由で、試験機能力や実施した試

験などによって、同じ積層ゴムでも製作社によっ

て、限界曲線は異なる可能性が大きい。

2.3 積層ゴムの使用限界

従来の時刻歴応答解析などによる免震設計では、

積層ゴム性能としては限界性能より性能の安定領域

（使用限界）的なものを重視していた。例えば、天然

ゴム系積層ゴムの場合、その圧縮せん断状態での履

歴の線形性そしてそれに関連する水平剛性の面圧・

ひずみ依存性などに着目し、長期及び地震時に想定

される荷重、変形状態で使用する積層ゴムの安定性

を評価していた。（図3）

以上のような状況を考慮して、主に履歴形状変化

に着目し、高面圧、高せん断ひずみまでの一連の圧

縮せん断試験を実施した。従来のゴム材料・形状

（G・S1・S2）に加えて、中間鋼板の影響についても

評価した。その結果、多くの貴重な結果が得られた。

3 試験概要
以下に試験概要を示す。

3.1 試験体

（1）ゴム材料物性とせん断試験片

積層ゴム圧縮せん断試験基準条件（面圧：10N/mm2、

せん断ひずみ：100％）の水平剛性（Kh）から式（2）で

逆算したG（×0.1N/mm2）が、3.0、3.5、4.0に相当す

る供試ゴム材料の基本物性を表1に示す。

G＝Kh・n.tr/A （2）

（n.tr：ゴム総厚、A：積層ゴム断面積）

高面圧・高せん断ひずみまでの積層ゴムの履歴形

状と圧縮荷重の影響がないゴム材料の履歴形状の比

較のために図4のせん断試験片を使用した。

（2）積層ゴム試験体

従来より実施されているゴム材料、形状などの評

価に表2の積層ゴム試験体を、さらにこれまでは殆

ど実施されていない中間鋼板に関する評価に表3の

積層ゴム試験体を供試した。Φ500（G＝4.0、S1＝31、

S2＝5）の積層ゴムを標準試験体（●）とし、これに対

し表2、表3の各種要因の影響を評価した。

図4 せん断試験片構造

表1 ゴム材料物性

図2 告示限界曲線（標準試験体）

図3 安定領域（使用限界）



3.2 試験機概要

（1）せん断試験機

最大荷重50kN、最大変位±250mmの試験機を使

用し、11mm/secの速度でせん断試験を行った。写真

1、写真2に試験状況を示す。

（2）圧縮せん断試験機

表4に使用した圧縮せん断試験機仕様を、写真3に

試験状況例を示す。試験機は圧縮最大荷重30MN，

最大水平変位±600mmまで可能であり、その範囲で

各種面圧とせん断ひずみの組み合わせで積層ゴムに

対する圧縮せん断試験を実施した。試験速度はせん

断ひずみに応じて4～11mm/secで実施した。

3.3 試験概要

（1）せん断試験片による評価

γ＝0.5（50％）間隔でγ＝5.0（500％）まで±γを

各3サイクル載荷した。図7に履歴曲線抜粋を示す。

（2）積層ゴム限界試験その1 基準面圧試験

図5に標準試験体の基準面圧試験条件を示す。

○面圧（σ）：10N/mm2、15N/mm2
○せん断ひずみ（γ）：50％間隔で400％まで

以上の条件を組み合わせて,各条件ごとに3サイク

ルを載荷した。低ひずみ側から一定ひずみで面圧

10N/mm2と面圧15N/mm2を試験後、次のひずみにつ

いて同様に試験を行った。図8に標準試験体（●）に

対する基準面圧試験の履歴曲線抜粋を示す。

（3）積層ゴム限界試験その2 高面圧試験

積層ゴムの圧縮限界状況での限界性能の評価のた

めに高面圧・高せん断ひずみまでの一連の圧縮せん

断試験を行った。図6にΦ500積層ゴムの試験条件を

示す。

○面圧（σ）：5N/mm2間隔で50N/mm2まで
○せん断ひずみ（γ）：50％間隔で400％まで

以上の条件を組み合わせて,各条件ごとに3サイク

ルを載荷した。低ひずみ側から一定ひずみで小さい

面圧から順次最高面圧まで試験後、次のひずみにつ

いて同様に試験を行う。図9に標準試験体（●）に対

する高面圧試験の履歴曲線抜粋を示す。
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写真3 試験状況例

表4 圧縮せん断試験機仕様

写真1 試験状況 写真2 試験片取り付け

表2 供試体一覧その1

表3 供試体一覧その2

図5 基準面圧試験条件例



○せん断試験片：表1に示す3種のゴム材料

○基準面圧試験：表3のΦ500中間鋼板厚3.2t、4.5tの

試験体

○高面圧試験：表2、表3の全ての試験体

（2）水平剛性の面圧・ひずみ依存性

各履歴曲線について、図10のように水平剛性（Kh）

を求めた。100％を超えるせん断ひずみに関しては、

割線剛性と接線剛性を求めている。

これら水平剛性よりせん断試験片のひずみ依存性

（100％ひずみからの変化率で表示）と、表2、表3の

積層ゴム試験体について以下の依存性を各要因ごと

に比較整理した。

○割線剛性と接線剛性の各せん断ひずみ（100～

400％について50％ごと）での面圧依存性

（面圧10N/mm2からの変化率で表示）

○面圧10N/mm2での割線剛性と接線剛性のせん断ひ

ずみ依存性

（100％ひずみからの変化率で表示）
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3.4 評価

試験結果に対し、 以下のように各種要因の影響

を評価した。

（1）履歴形状の変化傾向

図7、図8、図9に各履歴曲線抜粋を示したが、こ

れらの試験を以下の試験体に実施し、限界までの履

歴形状を比較することによって、（2）、（3）の評価の

参考にした。

図6 高面圧試験条件例

図7 せん断試験片の履歴曲線抜粋

図8 基準面圧試験の履歴曲線抜粋

図9 高面圧試験の履歴曲線抜粋



なお、割線剛性と接線剛性の評価は以下の履歴形

状の変化との関連を重視している。

○履歴曲線の中心部分の傾きである接線剛性は主に

負勾配に至る中心部分の非線形の発生と関連する。

○履歴曲線全体の傾きより求める割線剛性は前記中心

部分の非線形よりもハードニングや座屈などの履歴

曲線の±端部頂点近傍の形状変化と関連する。

（3）負勾配発生限界曲線

図8の基準面圧試験では400％せん断ひずみまでほ

ぼ線形な履歴を示すが、図9の高面圧試験では、面

圧の増加に伴い非線形に変化し、中心部分の負勾配

や座屈が生じる。中心部分に負勾配が生じる面圧は、

せん断ひずみの増加に伴い低下する傾向にある。

このせん断ひずみに伴う負勾配発生点から図11に

示す負勾配発生限界曲線を表2、表3の全ての試験体

について求め,免震部材基準値として現在採用され

ている図2の告示限界曲線と比較し、各種要因の影

響を評価した。
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4 結果
限界までの履歴形状の変化傾向を参考に、水平剛

性の面圧・ひずみ依存性と負勾配発生限界曲線への

各種要因の影響を整理する。

紙面の都合上、表3の中間鋼板厚さの影響を中心

に示し、表2試験体の評価に関しては必要に応じて

記述する。尚、表2のG、S1、S2に関する評価はそ

の抜粋を2006建築学会年次大会で報告している。2）

4.1 履歴形状の変化傾向

図7、図8、図9のゴム材料は同じG＝4.0の材料な

ので履歴曲線の違いは、試験体の形状と試験条件に

よると考える。図7のせん断試験片では、全てのせ

ん断ひずみでほぼ線形であるが300%以上でゴム材

料の塑性変形によると考える履歴端部の立ち上がり

（ハードニング）がわずかに見られる。図8の積層ゴ

ムの基準面圧試験では、300％ひずみ程度まではせ

ん断試験片と同様な線形を示すが、それ以上のひず

みではハードニングと共に戻り部分に中間鋼板の変

形に関連すると思われる応力緩和による下に凸な形

状が生じ、この傾向が高ひずみ、高面圧ほど顕著で

ある。さらに、図9の高面圧試験では、図8の基準面

圧の状況に加えて高面圧領域で非線形な履歴形状に

なり面圧、せん断ひずみの増加に伴い負勾配や座屈

など履歴形状が変化する。表2、表3の全試験体に関

し、高面圧試験の履歴形状の変化傾向を比較した。

図12にG＝3.0の結果を、図13にS2＝4の結果を、そ

して中間鋼板厚さの異なる試験体（2.3t）を図14に,試

験体（4.5t）を図15に示し、標準試験体（●）の図9と

比較する。

図10 割線剛性と接線剛性の評価法

図11 負勾配発生限界曲線（標準試験体）

図12 高面圧試験の履歴曲線抜粋（G＝3.0）



（2）式と関連するKhを決定する2次形状係数

（S2＝D/n.tr）の違い（図9、図13）を除いては、目視で

は顕著な違いは見られない。その中でも比較的違い

が見られるGの違い（図9、図12）、中間鋼板厚さの

違い（図9、図14、図15）を比較すると、低いG及び

薄い鋼板ほど各ひずみでの負勾配発生面圧が低下

し、さらに350,400％の高面圧側で若干の履歴形状

の違いが見られる。

4.2 水平剛性の面圧・ひずみ依存性

始めにせん断試験片の水平剛性と積層ゴムの接線

剛性と割線剛性のひずみ依存性を比較し（1）、次に

中間鋼板厚さの影響に関して履歴形状との関連を示

し（2）、最後に各要因ごとの纏めを示す（3）。

（1）せん断試験片と積層ゴムの比較

Gの異なる積層ゴムのσ＝10N/mm2における割線剛
性と接線剛性のせん断ひずみ依存性を図16に、σ＝
15N/mm2における同様な結果を図17に示す。ひずみレ

ベルを合わせたせん断試験片の結果を併記する。

3種のひずみ依存性は以下の傾向を示す。

○せん断試験片と積層ゴム割線剛性は300％程度まで

は同様な低下傾向を示すが、それ以上のひずみで
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図14 高面圧試験の履歴曲線抜粋（中間鋼鈑2.3t）

図13 高面圧試験の履歴曲線抜粋（S2＝4）

図15 高面圧試験の履歴曲線抜粋（中間鋼鈑4.5t）
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はせん断試験片は変化しないが、積層ゴム割線剛

性は低下傾向に転じる。

○接線剛性の方が割線剛性よりひずみに伴う剛性低

下が大きく、その違いはひずみの増加に伴い顕著

になる。面圧が高い方がその違いは大きい。

○上記の傾向には中間鋼板の変形に関連すると思わ

れる応力緩和による下に凸な形状が影響してお

り、この傾向が高ひずみ、高面圧ほど顕著である。

（2）変化傾向と履歴形状との関連

紙面の関係で、全ての結果を示すことは困難なの

で、中間鋼板厚さの影響を例にとって高面圧試験で

の面圧・ひずみ依存性と履歴形状の関連を示す。図

18に面圧依存性（面圧10N/mm2からの変化率で表示）

を、図19にひずみ依存性（100％ひずみからの変化率

で表示）を示す。

面圧・ひずみの増加に伴い、割線剛性および接線

剛性とも低下傾向にあるが、中間鋼板厚さの影響が

以下のように現れる。なお、接線剛性が0の点が負

勾配発生点、割線剛性が0の点が座屈発生点である。

○図18の面圧依存性を見ると上段の割線剛性は

400％まで中間鋼板厚さによる低下率の違いは殆

ど無い。他方、下段の接線剛性は100％では違い

は無いが、200％では若干の差が現れ、その後ひ

ずみの増加につれその差は顕著になる。

○図19のひずみ依存性を見ると割線剛性では中間鋼

板厚さによる違いは無く、接線剛性ではわずかに

違いが見られる。

なお、図9、図14、図15の履歴形状の変化傾向と図

18、図19の傾向から割線剛性と接線剛性の低下傾向

と履歴形状の変化には以下の関連が推定される。

○履歴曲線の中心部分±100％の傾きより求める接

線剛性の場合、その低下傾向は主に負勾配に至る

中心部分の非線形の発生と関連する。

○履歴曲線の±端部頂点の傾きより求める割線剛性

の場合、前記中心部分の非線形に加え最終的に座

屈に至る履歴曲線の±端部頂点近傍の形状変化の

影響を受ける。特に高ひずみ領域では後者の影響

が大きい。

図18 面圧依存性に対する中間鋼板厚さの影響

図19 ひずみ依存性に対する中間鋼板厚さの影響

図16 ひずみ依存性に対するGの影響（10N/mm2の場合）

図17 ひずみ依存性に対するGの影響（15N/mm2の場合）
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（3）各種要因の影響

（2）を参考に各要因による低下傾向を表5に整理し

た。（重要な記述を下線で示す。）

その纏めを以下に列記する。

○σ＝10N/mm2程度の比較的低面圧条件では、

300％を超える高ひずみ領域でもS2以外の要因の

影響は無視できる。（表5右欄）しかし、面圧の増

加とともに各要因の影響が以下のように現れてく

る。（表5左欄）

○（2）式により水平剛性（Kh）と直接関連するG、S2

は低ひずみでもその影響が現れ、面圧の増加とと

もに顕著になる。割線剛性の変化が大きいことか

ら、負勾配発生傾向より座屈傾向が大きい。

○水平剛性（Kh）と直接関連しないS1、中間鋼板厚

さでも限界に近い高面圧・高せん断ひずみ領域で

はその影響が現れる。しかし、G、S2とは異なり

接線剛性の変化が大きく、負勾配発生の傾向が座

屈傾向より影響を与えてることが明らかである。

○同じ中間鋼板厚さでの積層ゴムサイズの影響は

300％程度までは無く相似則が成立するが、限界

に近い350％を超えた高面圧領域では、大サイズ

の方が割線剛性の低下率が大きく座屈傾向に影響

を与えている。

以上、積層ゴムの限界性能には従来の座屈傾向に

加えて、負勾配発生も影響を与え、これらに中間鋼

板の変形が関連しているようである。

表5 水平剛性の面圧・ひずみ依存性に対する各種要因の影響
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4.3 負勾配発生限界曲線

表2、表3試験体について各要因ごとに告示限界曲

線と対比して図20から図24に示す。

（1）全ての試験体で200％程度までは計算による告

示限界曲線より実測による負勾配発生限界曲線

が下にあるが、300％以上ではほぼ同等である。

（2）各要因に関して、負勾配発生限界曲線は告示限

界曲線に対して以下の傾向にある。

○Gが小さい方が低くなるが、告示限界曲線ほど明

確でない。（図20）

○この程度のS1の差では告示限界曲線のような違い

は見られない。（図21）

○S2の違いは告示限界曲線と同様に明確に現れる。こ

れはS2が水平剛性に直接関連するためと思われる。

なお、S2の比較では、S2＝4の試験体で300％程度

で座屈傾向が発生しており、それ以上のひずみに

対しては試験を実施していない。（図22）

○計算では告示限界曲線では影響しない中間鋼板厚

さの違いは負勾配発生限界曲線には影響し鋼板厚

さが薄いほど低下し、他の要因とは異なり比較的

高ひずみまで影響する。（図23）

○告示限界曲線では影響しない積層ゴムサイズが負

勾配発生限界曲線には影響し、200%程度までは

サイズが大きい方が低くなる傾向にあるがそれ以

上のひずみでは同等である。（図24）

5 まとめ
告示限界曲線と積層ゴム性能の安定領域（使用限

界）の関連を把握する目的で、一般的に線形の履歴

で評価されている天然ゴム系積層ゴムに対し高面

圧・高せん断ひずみまでの一連の圧縮せん断試験を

行い履歴形状の変化に対する材料・形状の影響を評

価した。

今回の評価の特徴は従来殆ど実施されていない低

ひずみ領域で高面圧条件の試験を実施したことによ

り、面圧・ひずみに伴う変化傾向を以下のように正

確に把握できたことである。

（1）履歴形状の変化傾向

200%程度までの低ひずみ領域では、ある程度の

面圧までは線形の履歴を示すが、面圧の増加に伴い

図20 限界曲線に対するGの影響

図21 限界曲線に対するS1の影響

図22 限界曲線に対するS2の影響

図23 限界曲線に対する中間鋼板厚さの影響

図24 限界曲線に対する積層ゴムサイズの影響



しない中間鋼板厚さやサイズの影響も現れている。

この結果から、負勾配発生に基づく限界曲線は積層

ゴムの限界性能と直接関連する精度の良い限界曲線

として提案できると考える。

（4）安定領域（使用限界）と今後の課題

積層ゴムの材料・形状に基づく使用限界は免震構

造設計法との関連も含め積層ゴム製作者と設計者の

協議事項と考える。しかし、ここに示した高面圧試

験で告示限界曲線近傍までの圧縮せん断状態での積

層ゴムの挙動が明らかになったことにより、少なく

とも積層ゴム性能に基づく安定領域（使用限界）の検

証が可能になり、ここで求めた負勾配発生限界曲線

が安定領域（使用限界）を決めるための目安として使

用できると考える。

今後、積層ゴム性能に基づく安定領域（使用限界）

を共通な性能指標にするには、以下のような課題を

明らかにする必要があると考える。

●適切な限界性能評価法の検討

●履歴形状の変化と積層ゴム内部での挙動の関連

●線形の評価が困難な履歴減衰を有する鉛プラグ

挿入積層ゴム、高減衰積層ゴムなどの評価

など

今後、さらにこの種の評価が蓄積されることを期

待する。

尚、本試験の実施及び評価に際して、福岡大学　山

峯夫教授より適切なご指導およびご意見を頂きまし

たことに関して、ここに感謝の意を表します。

【参考文献】

1）免震部材標準品リスト－2005－巻末資料1

（社）日本免震構造協会

2）2006建築学会年次大会梗概集B-2 P.605～610
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履歴の中心部分に非線形な部分が生じ、さらに負勾

配発生に到る。せん断ひずみの増加に伴い負勾配発

生面圧は低下する。

この現象とは別に300%を越えるひずみではゴム材

料の塑性変形によるハードニングと共に戻り部分に

中間鋼板の変形に関連すると思われる応力緩和によ

る下に凸な形状が生じ、この現象が高ひずみ、高面

圧ほど顕著になり最終的には座屈または破断に到る。

以上、2種の履歴変化が面圧・ひずみの増加と共

に発生し、材料・形状などが違っても履歴形状の変

化傾向はほぼ類似しているが、発生面圧・ひずみが

変わる。

その結果、以下の評価性能に材料・形状の影響を

与える。

（2）水平剛性の面圧・ひずみ依存性

σ＝10N/mm2程度の低面圧条件でのひずみ依存性
に対する材料・形状などの影響は小さい。

面圧依存性に対し材料・形状は以下のような影響

を与える。

○（2）式により水平剛性（Kh）と直接関連するG、S2

は低ひずみでその影響が現れ、高面圧・高せん断

ひずみ領域で座屈傾向と関連する割線剛性の変化

が大きい。

○水平剛性（Kh）と直接関連しないS1、中間鋼板厚

さでも限界に近い高面圧・高せん断ひずみ領域で

はその影響が現れる。しかし、G、S2とは異なり

負勾配発生と関連する接線剛性の変化が大きい。

（3）負勾配発生限界曲線

全ての結果において告示限界曲線に比較し今回提

案した負勾配発生限界曲線は200％程度までは低め

となる。また、（1）式から告示限界曲線に影響するG、

S1、S2は負勾配発生限界曲線でも同程度の相関があ

り、さらにこの限界曲線では告示限界曲線では変化
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・階　　数：クリーンルーム2階建て

・延床面積：約88,000m2

・構　　造：鉄骨造、MiC免震システム

・設計/施工：大成建設（株）

3 地震観測体制（モニタリングシステム）
免震を採用した2棟にはそれぞれ地震計が設置さ

れており、常時地震観測を行っている。図2に地震

計設置図および図3に地震計のシステム図を示す。

基礎部、1階床部（免震層上）、生産階に加速度計

が設置され、免震層のオイルダンパー部分に変位計

が設置されている。観測されたデータは収録装置に

集められ、地震の震度を表示する。また、ある大き

MiC免震システムを採用した半導体工場の地震観測
～微振動を抑えた免震システム、中地震時揺れを1/2～1/3に低減～

特 別 寄 稿

大成建設 出雲洋治

1 はじめに
1995年の阪神大震災以降、免震システムの採用が

マンションを中心として増えていったが、生産系の

建物には採用が見送られることが多かった。それは、

免震を採用することにより、初期コストが増大する

ことが主な要因であった。しかし、近年、特に2004年

の中越地震を契機として、事業の継続という観点か

らBCP（Business Continuity Planning）が重要視されるよ

うになり、生産系建物への免震システムの導入も選

択肢の1つとして定着しつつあるように感じられる。

今回、半導体工場では世界に先駆けて免震システ

ムを導入した富士通三重工場の地震観測について紹

介する。

2 建物概要
三重工場には免震システムを導入した2棟の工場

があり、両棟とも300mmウェハー（半導体回路の材

料となるシリコン板）に対応した最新型の工場で、

建物内のクリーンルームではナノ・メートル（1×

10－9m）単位の非常に微細な加工が行われている。微

細な振動も生産に大きな影響を及ぼすため、ここで

は通常の免震は採用することができず、微振動を抑

えた免震：Micro-vibration Controlled＝MiC免震を

採用している。この構法は、微振動を制御できる免

震として、当社が世界で初めて実用化したものであ

り、採用実績も多くなってきている。

2004年に完成した1層のクリーンルームを有する

棟（300mm第1棟）に対し、2006年に完成した棟

（300mm第2棟）はクリーンルームが上下に重なった

重層クリーンルームを有している。

図1 富士通三重工場300mm第2棟



さ以上の地震については即座に関係者に自動的にメ

ールで送付され、初動体制の迅速化を図っている。

地震データについては、当社技術センターで解析

を行い、地震があった当日に客先へ速報として報告

できるようになっている。

4 2007年4月15日の三重県地震観測
4月15日12時19分頃に三重県中部を震源とする地

震があった。震源の深さは約10km、マグニチュー

ドは5.3であった。図4に気象庁発表の震度分布を示

す。震源付近では震度5程度の揺れがあったが、建

物敷地は震度4と震度3の境界にあり、建物基礎部分

の震度は両棟ともに3であった。敷地の地盤状況が

比較的よく、地盤による地震動増幅が大きくなかっ

たため若干小さめの震度になったものと思われる。

図5、6に建物で得られた加速度および免震層変形の

時刻歴波形を示す。加速度波形で、非免震とあるの

は免震層がない場合の耐震建物とした場合を解析に

よって求めたものである。

本構法ではすべり支承を使用しており、すべり前

43特別寄稿

特 別 寄 稿

図2 300mm第2棟　地震計設置図（架構は一般的なものに差し替えてあります）

図3 地震計システム



は通常の耐震建物と基本的に変わらない性状をも

ち、地盤の常時微動、風荷重などに対して微振動が

増幅しないようになっているが、地震時にはすべり

を生じることにより免震機能が発揮される構造とな

っている。免震層の変形をみると、この程度の小さ

い地震でも微小ではあるがすべりを生じているのが

分かる。また、上部構造の加速度を非免震の場合と

比較すると、非免震は加速度が大きく増幅するのに

対し、免震の場合はすべりを生じることにより上部

構造の加速度が低減されている。

このように、比較的起こる確率の高い中小地震に

対してもMiC免震の効果が確認できた。

5 おわりに
今回、富士通三重工場の地震観測について紹介し

た。最近はこのようにモニタリングを行う建物が増

えてきており、免震建物の地震観測記録が増えてい

くことは、今後の免震構造の発展に寄与するものと

考えられる。

最後に、本稿に際し、富士通三重工場の地震観測

記録の開示をいただいたことに、謝意を表します。
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図4 震度分布図（気象庁ホームページより）

図5 時刻歴波形（300mm第1棟）

図6 時刻歴波形（300mm第2棟）
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運営委員会企画小委員会社会ニーズ醸成WG

2006年度免震制振建物
データ集積結果

【免　震】
経緯：「免震建築物の技術的基準」が2000年10月に告示された後、免震建築に関しては、複数の性能評価機
関においての性能評価と、建築主事による建築確認（下図の2001年からの白抜き部分）によって建設可能とな
りました。これ以前のデータは「ビルディングレター」によっていました。しかし、現在はこれらの物件を
的確にとらえることが困難になったため、本協会ではこれらのデータ集積を会員各位のご協力により行って
います。以下は2005年末までのデータ集積結果です。尚、2006年のデータは本年度集積予定で、性能評価棟
数のみが確定となっています。

集積結果
①免震建築物計画推移棟数（戸建住宅を除く）および官民の割合
②免震建築物計画推移－集合住宅棟数および戸建住宅軒数
③免震建築物計画推移－病院棟数
④免震建築物の県分布

免震建築物計画推移棟数（戸建住宅を除く）

特 別 寄 稿

免震建築物の件数および官庁・民間の推移

①免震建築物計画推移棟数（戸建住宅を除く）および官民の割合

集合住宅棟数 戸建住宅軒数

②免震建築物計画推移－集合住宅棟数および戸建住宅軒数
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③免震建築物計画推移-病院棟数

④免震建築物の県分布

1,669棟
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【制　振】
経緯：JSCAの「応答制御構造設計法」が2000年に、本協会の「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル」が
2003年に発行され、制振建築物は近年増加の傾向にあります。現在、これらの物件を的確にとらえることが

極めて困難であり、本協会ではこれらのデータ集積を会員各位のご協力により行っています。以下は2005年

末までのデータ集積結果です。

集積結果

①制振建築物計画推移棟数（累積推移）

②制振部材の使用割合

①制振建築物計画推移棟数（累積推移） ②制振部材の使用割合

（株）淺沼組
（株）アルテス
石川建設（株）
（株）伊藤喜三郎建築研究所
（株）エス・エー・アイ構造設計事務所
NTN精密樹脂（株）
大木建設（株）
（株）大林組
小田急建設（株）
鹿島建物総合管理（株）
共立建設（株）
（株）構造工学研究所
（株）鴻池組
五洋建設（株）
清水建設（株）
新日鉄エンジニアリング（株）
住友スリーエム（株）
（株）錢高組
大成建設（株）
大豊建設（株）
（株）田中建設
（株）テクノウェーブ
東海ゴム工業（株）
（株）東畑建築事務所
特許機器（株）
（株）中山構造研究所
（株）日建設計
独立行政法人日本原子力研究開発機構
（株）日本設計
（株）長谷工コーポレーション
（株）ビー・ビー・エム
（株）福田組
（株）ブリヂストン
真柄建設（株）
（株）松田平田設計
三井住友建設（株）
宮城建設（株）
（株）免震エンジニアリング
（株）安井建築設計事務所
（株）山下設計
横浜ゴム（株）

（株）穴吹工務店
安藤建設（株）
イソライト工業（株）
（株）エーアンドエーマテリアル
エスケー化研（株）
（株）NTTファシリティーズ
大阪化工（株）
岡部（株）
オリエンタル建設（株）
カヤバシステムマシナリー（株）
（株）久米設計
（株）構造システム
鴻池ビルテクノ（株）
（株）佐藤総合計画
（株）昭和設計
スターツCAM（株）
西武建設（株）
（株）大建設計
大日本土木（株）
大和ハウス工業（株）
（株）地崎工業
鉄建建設（株）
（株）東京建築研究所
東洋建設（株）
（株）巴コーポレーション
西松建設（株）
（株）日建ハウジングシステム
日本工業検査（株）
日本ピラー工業（株）
（株）パラキャップ社
日立機材（株）
（株）フジタ
ブリヂストンTKK（株）
松井建設（株）
（株）松村組
（株）三菱地所設計
明友エァマチック（株）
（株）免震テクノサービス
矢作建設工業（株）
（株）山田建築構造事務所

（株）新井組
（株）イー・アール・エス
一条工務店（株）
（株）エーエス
エス・テク・リソース（株）
オイレス工業（株）
大阪ラセン管工業（株）
（株）奥村組
鹿島建設（株）
（株）神崎組
倉敷化工（株）
（株）構造ソフト
小山建設（株）
サンゴバン（株）
昭和電線デバイステクノロジー（株）
住友金属鉱山シポレックス（株）
積水ハウス（株）
大末建設（株）
太平工業（株）
（株）竹中工務店
THK（株）
東海興業（株）
トーゼン産業（株）
東洋ゴム工業（株）
（株）ナカノフドー建設
ニチアス（株）
ニッタ（株）
日本国土開発（株）
（株）間組
（株）ピーエス三菱
（株）日立製作所
扶桑機工（株）
前田建設工業（株）
松尾建設（株）
丸磯建設（株）
三菱重工業（株）
（株）メタルワン建材
（株）免制震ディバイス
（株）ヤマウラ
ユニオンシステム（株）

（株）アール・アイ・エー
（株）新井組
石川建設（株）
エスケー化研（株）
大阪ラセン管工業（株）
小田急建設（株）
カヤバシステムマシナリー（株）
（株）構造工学研究所
（株）鴻池組
五洋建設（株）
清水建設（株）
住友金属鉱山シポレックス（株）
（株）大建設計
大日本土木（株）
（株）竹中工務店
THK（株）
東海興業（株）
（株）東京建築研究所
東洋建設（株）
西松建設（株）
（株）日建ハウジングシステム
日本国土開発（株）
（株）間組
（株）ビー・ビー・エム
（株）福田組
松井建設（株）
丸磯建設（株）
三菱重工業（株）
（株）メタルワン建材
（株）安井建築設計事務所
ユニオンシステム（株）

青木あすなろ建設（株）
（株）アルテス
（株）エーアンドエーマテリアル
オイレス工業（株）
（株）大林組
オリエンタル建設（株）
（株）神崎組
（株）構造システム
鴻池ビルテクノ（株）
サンゴバン（株）
新日鉄エンジニアリング（株）
住友スリーエム（株）
大末建設（株）
太平工業（株）
（株）田中建設
（株）テクノウェーブ
東海ゴム工業（株）
トーゼン産業（株）
（株）巴コーポレーション
ニチアス（株）
独立行政法人日本原子力研究開発機構
（株）日本設計
（株）長谷工コーポレーション
日立機材（株）
扶桑機工（株）
松尾建設（株）
三井住友建設（株）
宮城建設（株）
（株）免震エンジニアリング
矢作建設工業（株）
横浜ゴム（株）

（株）穴吹工務店
（株）イー・アール・エス
（株）エーエス
大木建設（株）
岡部（株）
鹿島建物総合管理（株）
共立建設（株）
（株）構造ソフト
小山建設（株）
三和テッキ（株）
スターツCAM（株）
西武建設（株）
大成建設（株）
大豊建設（株）
（株）地崎工業
鉄建建設（株）
東急建設（株）
（株）東畑建築事務所
（株）中山構造研究所
（株）日建設計
日本工業検査（株）
日本ピラー工業（株）
（株）パラキャップ社
（株）日立製作所
ブリヂストンTKK（株）
（株）松田平田設計
（株）三菱地所設計
明友エァマチック（株）
（株）免震テクノサービス
（株）ヤマウラ

免震構造関係 制振構造関係

2006年度データ集積でご協力いただいた会員名
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②免震用積層ゴム委員会技術報告

免震建築用積層ゴムと環境・耐久性

発　行：平成18年3月31日

発行所：社団法人日本ゴム協会

スケジュール（時間、内容、講師の順　敬称略）

1）13:00～13:05

主催者代表挨拶

早川邦夫（（株）奥村組、JSSI）

2）13:05～13:45

時刻歴応答解析による免震設計

北村佳久（清水建設（株）、JSSI）

3）13:45～14:25

時刻歴応答解析による免震設計例

平間　光（（株）長谷工コーポレーション、JSSI）

4）14:40～15:20

積層ゴムアイソレータに求められる性能

西川一郎（日本ゴム協会）

5）15:20～16:00

積層ゴムアイソレータの耐久性

芳澤利和（（株）ブリヂストン、日本ゴム協会）

末安知昌（（株）ブリヂストン、日本ゴム協会）

6）16:00～16:40

積層ゴムアイソレータと環境問題

池永雅良（オイレス工業（株）、日本ゴム協会）

1．はじめに
6月29日（金）に「免震建築の詳細設計法と積層ゴ

ムの性能に関する講習会」が建築家会館大ホール

で実施されました。この講習は（社）日本免震構造

協会と（社）日本ゴム協会の共催によるもので、申

込み者が定員をオーバーしたため、2回に分けて開

催されることになりました。

第1回の今回は67名が参加しました。本講習会は

（社）日本ゴム協会との共催でもあり、参加者を業

種別に見ると（図1）、他の免震講習会よりもメーカ

ーからの参加が多いようでした。

2．講習内容
日　時：2007年6月29日（金）13:00～17:20

会　場：建築家会館1階　大ホール

（東京都渋谷区神宮前2－3－16）

参加費：会員4,000円　非会員5,000円

主　催：（社）日本免震構造協会

（社）日本ゴム協会

（社）日本建築構造技術者協会

資　料：

①JSSI時刻歴応答解析による免震建築物の設

計基準・同マニュアル及び設計例

発　行：平成17年11月1日

発行所：社団法人日本免震構造協会

「免震建築の詳細設計法と積層ゴムの性能に関する講習会」報告

昭和電線デバイステクノロジー
加藤　直樹

写真1 開会

図1 業種別参加者（全67名）
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7）16:40～17:00

質疑・討論

3．まとめ
講習の前半は（社）日本免震構造協会から時刻歴応

答解析による免震設計と設計例が説明されました。

6月20日の法改正の影響もあり、時刻歴応答解析

への設計者の感心が深まり、本講習会への参加者

が急増したと思われます。参加者の多くが熱心に

受講されておりました。今後、多くの設計者が時

刻歴応答解析と告示免震設計と2つの設計ルートで

免震設計を実施されることを期待致します。

講習の後半は（社）日本ゴム協会より、積層ゴム

アイソレータの性能と環境問題が説明されました。

免震部材が初めて免震建物に採用されて20年が過

ぎ、大臣認定材料になってから7年が経過しました。

本講習では、長年に渡り蓄積されたデータを基

に積層ゴムアイソレータの耐久性、クリープに関

する予想式と実測値の整合性が発表されました。

また、積層ゴムの性能値に関する考え方の相違点

が指摘されました。ようやく成熟期を迎える積層

ゴムですが、今後、研究が進み更に信頼性が向上

することが望まれます。

また、近年の環境問題にも積極的に取組み、

積層ゴムアイソレータの原材料、製作、処分に関

する環境影響が発表されました。積層ゴムが製品

になってしまえば環境影響は少ないようですが、

原材料の管理、数十年後の積層ゴムの処分には注

意が必要となります。

今回の講習会は、時刻歴応答解析による免震設

計のポイントと積層ゴムアイソレータの性能と環

境への取組みが解説されました。

多くの若手設計者、技術者が来場され、免震設

計への熱心な取り組みと普及を感じ取ることがで

きました。

写真2 講習風景

写真3 講演風景 写真4 講習風景



50 MENSHIN NO.57 2007.8

講習会報告

1．はじめに
JSSI、CERA建築構造設計の共催で、地方への普及を目的として免震セミナーを開催しております。これ

までに平成17年10月さいたま市、12月横浜市、平成18年2月名古屋市、6月大阪市、11月仙台市、平成19年2

月岡山、4月静岡、7月千葉の8回を実施しております。本報告は、本年4月25日に開催した「第7回　免震セ

ミナー in 静岡」、7月4日の「第8回　免震セミナー in 千葉」について開催記録を紹介いたします。

下記に今回のプログラムを示しておりますが、プログラムの基本構成は、初心者を想定した免震構造の

原理、免震部材の性能など基礎知識を紹介するところから入り、近年の巨大地震時に観測された免震建物

の有効性と役割を話し、告示計算の概要の説明、実設計例の紹介、告示計算の注意点、および免震構造の

エネルギー原理などとしています。聴講者は、主に各地方の構造設計事務所を対象としており、地方の個

人事務所でも設計できる方法として、また免震構造と地震動の関係をビジュアルに理解し易い点から告示

の計算方法が適切と考え紹介しています。今回も静岡、千葉県内の構造設計事務所の方々29名（静岡）、24

名（千葉）の参加を頂きました。

特に今回は、6月20日の基準法関連の改正事項と免震構造の設計について補足説明を行っています。この

機に各講師の方々も、更に説明内容を深めています。講師の加藤先生は、免震部材の性能試験とその性能

についてこれまで以上に多くのデータを示しています。山崎先生は、地盤増幅に関する改正点を明快に説

明され、入力地震動の算定方法の注意を強調しています。可児先生は、告示計算方法を詳細に説明し、改

正点について背景や課題を含めて見識を示されています。

山先生は、「エネルギー法による免震建物の設計と免震部材の性能評価」というテーマで免震構造の原

理や考え方、免震部材の限界性能、さらに告示計算における注意点などについて幅広く説明をされていま

す。毎回、新鮮な話題を取り入れられ、聴講者も6時間に渡り聞き入っていました。

「免震セミナー in 静岡、千葉」報告
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 加藤先生の説明状況 写真2 山崎先生の説明状況

写真3 可児先生の説明状況 写真4 山先生の説明状況
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2．セミナー案内概要
第7、8回　免震構造セミナー in 静岡、千葉「免震構造の基本から実践的設計まで」

主旨：近年の新潟県中越地震、福岡県沖地震、十勝沖地震では免震建物の高い耐震性が実証されています。
できれば免震構造を選択し、予期されている南海地震など巨大地震に備え、多くの資産と人命の損
失を避けたいと願うところです。今回は、免震に関する基本知識から平12建告第2009号による設計
法を基に「免震構造の設計要点」を実践レベルで示し、さらに、エネルギー法による設計法を紹介
し、免震構造の設計を原理から理解して頂くことを目的とするものです。

□プログラム（静岡会場のもの）
0．はじめに （9：30－9：35）
1．講演者・共催・協賛者の紹介 （9：35－9：50）
2．免震構造の歴史・原理・性能・役割「実地震での免震建物」 （9：50－10：30）

講師　CERA建築構造設計　世良　信次
3．免震部材の種類と試験性能 （10：30－11：00）

講師　昭和電線デバイステクノロジー（株） 加藤　直樹
4．告示計算法における地震動と表層地盤による増幅特性 （11：00－12：00）

講師　ユニオンシステム（株） 山崎　久雄
□昼　休

5．エネルギー法による免震建物の設計と免震部材の性能評価 （13：00－14：20）
講師　福岡大学　教授　　山　峯夫

□休　憩
6．告示による計算方法の概要 （14：30－16：00）

講師 （社）日本免震構造協会　可児　長英
7．RC13階マンションによる設計ポイント （16：00－16：30）

講師　CERA建築構造設計
□なんでも質疑応答 （16：30－16：50）

（静岡会場）
日　時：2007年4月25日（水）9：30～16：50
会　場：静岡市民会館（第1会議室） 募集人員：50人

（千葉会場）
日　時：2007年7月4日（水）9：30～16：50
会　場：千葉市文化センター（9階　第4会議室） 募集人員：35人

共　催：社団法人　日本免震構造協会（JSSI）
協　賛：昭和電線デバイステクノロジー（株）、住友金属鉱山シポレックス（株）、

ユニオンシステム（株）、（株）中部コーポレーション、（株）免震テクノサービス、岡部（株）
主　催：CERA建築構造設計事務所

3．おわりに
最後の質疑応答では、基本的な質疑が活発に行われました。特に入力地震動の設定の基本的考え方、根拠
に質疑が深まり、講師陣も宿題を持ち帰る場面もありました。時間が足りなくなり、やむをえず、セミナー
を閉会しましたが、聴講者の方々がかなり真剣な思いで出席されていることを実感いたしました。また、亜
久里建築設計の中村様は、数回にわたり参加されています。免震構造の設計を習得したい熱意に敬意を感ず
るものです。
なお、今後の予定として、新潟市、山梨市、和歌山市などを予定しており、 山先生をはじめJSSIの事
務局、協賛会社の方々には、毎回ご協力いただき深く感謝申し上げます。



1 はじめに
ダンパー小委員会では、多様化するダンパー部材

に関するデータ収集や性能評価等の有効な情報提供

を目的として、履歴系ダンパーWG（鋼材、鉛、摩

擦）と粘性系ダンパーWG（オイル、粘性体、粘弾性

体）の2つのWGを設置し、2004年度より活動を開始

した。活動の1年目は、各部材メーカの保有資料に

基づく「特性データの収集・整理」、「各ダンパー利

用に関するヒアリング結果の整理」等を主な作業と

して実施した。また、2、3年目は、2004年度の継続

作業に加え、「各ダンパーの性能評価・特性比較」、

「外乱に対する各ダンパーの性能と考え方」につい

て検討を行っている。本報告書は、各ダンパー毎に

章を設け、各章は1）基本原理・基本性能、2）設計

上の取り扱い、3）製作管理、4）施工・維持管理、5）

認定型式と試験内容の一覧について記述している。

1）では、各タイプの基本原理を示すとともに、依存

性概論に関して記述した。2）では地震時の基本モデ

ルや外力レベルに応じた詳細モデルなどを紹介し、

解析例などを示した。3）では、ダンパーの製造バラ

ツキの現状や製作管理値、検査・試験方法について、

4）では、部材メーカ側から要求する施工上の留意点、

施工・維持管理基準値を示すとともに、交換基準・

交換方法について記述した。なお、検討するダンパ

ーは原則として、小委員会発足時に建設省告示第

2010号に基づきの材料認定を取得したダンパー部

材、または活動期間中に認定された部材とし、小委

員会内で選定し、決定した。活動報告書は以下に示

す目次で構成されているが、本資料では、下線に示

す項目の抜粋を掲載する。

（目次と構成）

1　はじめに

2　ダンパーの概要と特徴

3 ダンパーの性能評価

4 履歴系ダンパー　

4.1　鋼材ダンパー

4.2 鉛ダンパー

4.3 摩擦ダンパー

（4.3.1摩擦皿ばね支承、4.3.2ブレーキダンパー）
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5.2　オイルダンパー

6 粘弾性系ダンパー

7 各ダンパーが使用された免震建築物の特徴

8 今後の課題

2 ダンパーの概要と特徴
ダンパーの役割は、振動時のエネルギー吸収によ

って免震建築物に減衰性能を付与し、地震時に生ず

る上部構造と地盤との過大な相対変位を抑制するこ

とにある。告示では作動原理の面から、弾塑性系、

摩擦系、流体系および粘弾性系の四つに分類してい

るが、本小委員会では、図2.1に示すように鋼材・

鉛・摩擦ダンパーを履歴系ダンパーとして位置づ

け、①履歴系ダンパー②流体系ダンパー③粘弾性系

ダンパーの3種類に分類した。

2.1 履歴系ダンパー

履歴系ダンパーは、材料の塑性変形によって振動

エネルギーを吸収する弾塑性系ダンパーと、摩擦材

のすべりによる摩擦減衰を利用した摩擦ダンパー等

がある。代表的なものとして、鋼材を利用する鋼材

ダンパーと純度の高い鉛材を利用する鉛ダンパー、

摩擦ダンパーでは、円盤状の摩擦材を二枚のステン

レス板で挟んだ円盤タイプのものなどがあり、摩擦

面に与える面圧により、減衰力（摩擦力）の設定調

整が可能な構造となっている。

（1）鋼材ダンパー

鋼材ダンパーは、鋼材の曲げ変形時の弾塑性履歴

に伴うエネルギー吸収を利用したものである。ルー

プ状またはU型に加工した鋼材を複数本まとめたも

の等があり、形状、材質、機構等に工夫をして、変

形能力、耐久性、方向性等に優れた各種のタイプが

開発されている。また、これらは主に天然ゴム系積

層ゴム支承と組合せて用いられている。素材として

使用される鋼材は、建築材料としてよく親しまれた

材料であり、その力学的特性や耐久性が広く理解さ

れている。これらは、製造に特殊な設備を要せず、

比較的安価に製作できることや、コンパクトな形状

で大きな減衰性能を持つ部材が構成できる。一方、

素材の塑性変形により減衰効果を発揮する機構であ

るため、降伏変形以前の小変形領域では、減衰性能

が発揮できないことから、中小地震の居住性を目的

として、小振幅領域での減衰効果を改善するため、

補助ダンパーを設けることもある．

（2）鉛ダンパー

鉛ダンパーは、円柱状などに加工した鉛の変形時

の弾塑性履歴に伴うエネルギー吸収を利用したもの

である。履歴特性が完全弾塑性に近い形状となるた

め、大きなエネルギー吸収能力が期待できる。鉛は

塑性変形により生じた結晶格子の欠損が、常温での

再結晶により解消されるという性質を持ち、きわめ

て延性に富んだ特性を示す。鋼材に比べて早期に降

伏を促すことができ、比較的小変形時から減衰性能

を発揮することが期待できる。また、過大な塑性変

形が局部的に繰り返し集中しないように形状に工夫

している。
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図2.1 ダンパーの分類

写真2.1 鋼棒ダンパー

写真2.2 U型ダンパー



（3）摩擦ダンパー

摩擦ダンパーは、摩擦材部の接触摺動によるエネ

ルギー吸収を利用したダンパーである。皿ばねを介

して軸力を一定に保持し、摩擦を安定させる摩擦皿

ばね支承およびブレーキダンパータイプ等があり、

摩擦面に与える荷重により、減衰力（摩擦力）の設

定調整が可能な構造となっている。摩擦面の種類を

適切に選択することによって、鋼材ダンパーなどに

比べ、多くの繰り返しに対して安定した性能を発揮

することが期待でき、振幅や面圧に依存せずコンス

タントな摩擦力を得る機構とすることも可能であ

る。また、鋼材ダンパーと同様に、すべり発生以前

には、ダンパーとして機能しない。

2.2 流体系ダンパー

流体系ダンパーは、オイルがオリフィスを流れる

時にピストン前後に生じる圧力差による 抵抗力を減

衰力として利用したオイルダンパーと高粘性材料の

せん断抵抗力を減衰力として利用した粘性ダンパー

等がある。オイルダンパーはオリフィス形状を変化

させる事により、リニア、バイリニア特性を得る事

ができる。粘性ダンパーは、一定の間隔が保持され

た平板間に高粘性材料が介在し、相対速度が生じれ

ばダンパーとして機能を発揮する。抵抗板を水平方

向（平面型粘性ダンパー）、鉛直方向（壁型粘性ダン

パー）に設置する2タイプがある。この他、米国製品

であるシリコン流体とオリフィスの抵抗を利用した

フルード粘性ダンパーや、ボールねじによる回転運

動を利用した筒型粘性ダンパー等も用いられている。

流体系ダンパーは、速度依存型の減衰機構として小

振幅から大振幅まで、振幅に応じた減衰力を発揮す

るため、中小地震における免震効果が期待できる。
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写真2.3 U型鉛ダンパー

写真2.4 摩擦皿バネ支承

写真2.6 オイルダンパー

写真2.5 免震用ブレーキダンパー

U2426型
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2.3 粘弾性系ダンパー

粘弾性ダンパーは、粘性と弾性を併せもった粘弾

性物資（アクリル系高分子あるいは特殊配合のゴム

等）を鋼板等の間にサンドイッチ状にはさみ込むこ

とで、粘弾性物質のせん断変形により粘性抵抗力が

得られ、振動エネルギーを吸収する。制震部材とし

て、従来より多く用いられてきたが、近年、免震建

築物においても、開発・実用化がなされている。

表2.1～2.4 各ダンパーの特性比較一覧表（略）

3 ダンパーの性能評価（略）

4 履歴系ダンパー
4.1 鋼材ダンパー

4.1.1 基本原理・基本性能

（1）基本原理

鋼材ダンパーは、変形履歴に伴うエネルギー消費

を利用し、地震時の振動エネルギーを吸収するダン

パーである。

（2）基本性能

各ダンパーの基本性能には、力学的性能の他、温

度等の環境による性能変動等があるが、設計上これ

らをどのように取り扱うかは、設計者の判断に委ね

られている。鋼材ダンパーの振動数・温度・方向性

の依存性は数％以下の変動範囲にあり、一般的にこ

れらの依存性は設計上考慮していないことが多い。

通常、解析モデルはバイリニアでモデル化するのが

一般的であり、ある振幅に対してエネルギー吸収量

が同等となるように降伏荷重を設定する。このため、

各ダンパーの降伏荷重が、どの振幅に対して設定さ

れているかを把握し、想定される応答変位や設計変
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写真2.7 平面型粘性ダンパー（抵抗板：水平方向）

写真2.8 壁型粘性ダンパー（抵抗板：鉛直方向）

写真2.9 フルード粘性ダンパー

写真2.10 筒型粘性ダンパー

写真2.11 粘弾性ダンパー



位に対応するダンパーを選択する必要がある。変形

性能は、疲労寿命が5回以上となるところを限界変

形と設定しており、ダンパーの形状や大きさに応じ

て限界変形量が異なる。また、ダンパーが保有して

いる総エネルギー吸収量が、耐用年数中に被る地震

動によるダンパーの総吸収エネルギー量に対して上

回っている必要があるが、一般的には十分余裕があ

ると考えて良い。ダンパーの取り替えが必要か否か

の判定基準については、各メーカーから案が提出さ

れている。

①　鋼材ダンパーの基本特性（略）

②-1 U型ダンパーの種類

②-2 鋼棒ダンパーの種類

③　各種依存性

各種依存性の評価実験

1）前提条件

免震U型ダンパー：NSUD45 

W1：実験による1サイクル吸収エネルギー

Wt：総エネルギー吸収性能

加力方向　加力方向を図4.1.1に示す。

2）試験項目および試験装置（略）

3）保有性能確認事項

（a）繰返し回数依存性（K1）

評価条件：W1（50サイクル目）/W1（3サイク

ル目）≧0.5

試験No.：No.1、No.2およびNo.3

検証：試験体NSUD45単体試験体、面内0度

方向、45度方向、面外90度方向

単体試験体の±0.3m定変位繰返し加力

試験において、水平3方向で比較する。

なお破断回数が50サイクルにならない場

合は、破断時のエネルギーで比較した。

（b）振動数（速度）依存性（K2）

評価条件：

0.9≦W1（0.2Hz）/W1（0.5Hz）≦1.1,

0.8≦W1（0.01Hz）/W1（0.5Hz）≦1.2

試験No.：No.4、No.5、No.6、No.7、No.8、

No.9およびNo.10

検証：試験体NSUD45単体縮小試験体0.25倍

（1/4倍）、面内0度方向、45度方向、面

外90度方向、試験振幅±0.064m（換算振

幅0.256m）、振動数0.01Hz,0.36Hz,0.59Hz

それぞれの振動数に近い値のW1にて

比較する。
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表4.1.2 U型ダンパーの種類

表4.1.3 鋼棒ダンパーの種類

表4.1.4 各種依存性一覧

表4.1.6 繰返し回数依存性

図4.1.1 加力方向図
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（c）温度依存性（K3）

評価条件：W1（－10℃）/W1（20℃）≦1.15,W1

（40℃）/W1（20℃）≧0.9

試験 No. ：No.8、No.11およびNo.12

検　　証：試験体NSUD45単体縮小試験体0.25倍

（1/4倍）、面内0度方向

試験振幅±0.064m（換算振幅0.256m）、

振動数0.59Hz

（d）振幅依存性（K4）

評価条件：Wt（0.05m）/Wt（0.2m）≧1.0

試験 No. ：No.8およびNo.13

検　　証：試験体NSUD45単体縮小試験体0.25倍

（1/4倍）、面内0度方向

試験振幅±0.016m（換算振幅0.064m）±

0.064m（換算振幅0.256m）、振動数

0.59Hz

Wt（換算振幅0.064m）＝47.9（kN・m）

Wt（換算振幅0.256m）＝30.7（kN・m）

Wt（0.064m）/Wt（0.256m）＝1.56≧1.0

以上より評価条件を満足する。

④形状

⑤性能

U型ダンパー

荷重－変位曲線（U型ダンパー）

1サイクル吸収エネルギー量（U型ダンパー）（略）

総エネルギー吸収性能（U型ダンパー）
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表4.1.7 振動数（速度）依存性

表4.1.8 温度依存性

図4.1.4 形状

鋼棒ダンパー U型ダンパー

図4.1.5 荷重－変位曲線（U型ダンパー）

図4.1.6 総エネルギー吸収性能（U型ダンパー）

図4.1.7 疲労性能（U型ダンパー）



鋼棒ダンパー

荷重－変位曲線（鋼棒ダンパー）

1サイクルエネルギー吸収量（鋼棒ダンパー）（略）

総エネルギー吸収性能（鋼棒ダンパー）

疲労性能（鋼棒ダンパー）

4.1.2 設計上および材料認定上の取り扱い

（力学的モデル）

（1）モデル化の種類と設定方法

応答解析を行うに当たって、履歴型ダンパーのモ

デル化を行う必要がある。その際、履歴型ダンパー

は、荷重－変位関係の速度および温度依存性が小さ

いことから、バイリニア型の荷重－変位関係を有す

るものとしてモデル化されることが多い。これ以外

に、実験で得られたスケルトンカーブと履歴曲線を

関数近似することにより、復元力特性を忠実にモデ

ル化したものも提案されており、汎用プログラムに

も登録されて利用できるようになっている。

1）鋼材ダンパー

①バイリニアモデル

実験で得られた荷重－変位関係を、1次剛性と2次

剛性からなるバイリニア型でモデル化する。一般に

は、モデル化変位δdでの静的加振実験で得られた荷

重－変位曲線に対し、履歴面積が同等となる剛性・

降伏荷重を設定してバイリニアモデルを作成する。

この際、1次剛性および2次剛性に関しては実験値を

参考に、エネルギー吸収量が等しくなるように降伏

荷重を設定する。ここで、モデル化変位に関しては、

ダンパーの使用範囲を考慮して決定され、20cm、

30cm、40cmとしたモデルが多く用いられている。

②関数近似モデル

実験で得られた復元力特性そのものに近似した関

数を考え、これを設計モデルとして利用する方法が

ある。実験結果を忠実に再現できれば、あるモデル

化変位の復元力ループを対象としてモデル化したバ

イリニア型よりも、解析精度は向上する。

③復元力特性のモデル化が応答に与える影響（略）

4.1.3 製作管理（略）

4.1.4 施工・維持管理（略）

4.1.5 認定型式と試験内容の一覧（略）

4.2 鉛ダンパー（略）
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図4.1.8 荷重－変位曲線（鋼棒ダンパー）

図4.1.9 総エネルギー吸収性能（鋼棒ダンパー）

図4.1.10 疲労性能（鋼棒ダンパー）

図4.1.13 履歴曲線の比較（1）
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4.3 摩擦ダンパー（略）

5 流体系ダンパー
5.1 粘性ダンパー（略）

5.2 オイルダンパー

オイルダンパーは自動車、鉄道車両の懸架装置お

よび産業機械の防振装置等広く用いられているもの

で、土木・建築構造物用は形状、および機構が異な

るが原理的には同一である。オイルダンパーの基本

性能式は実験による回帰式ではなく、速度比例およ

びバイリニア特性が得られる減衰機構を確立された

流体理論式を用いて設計している。

5.2.1 基本原理・基本性能

流体機器としてのオイルダンパーの原理、構造、

性能及び性能の依存性について述べる。また、構造

的及び能力的な限界についても記載する。

（1）原理・機構

減衰力発生の原理と機構及び一般的なオイルダン

パー構造について記述する。

1）減衰力発生の原理

流体は大小の差はあるが粘性があり、流体の流れ

学における現象には、流体の運動が主に粘性力によ

るものと，慣性力によるものがある。流体系のダン

パーは主に粘性力を利用するものは粘性ダンパー、

主に慣性力を利用するものはオイルダンパーと呼ば

れている。

図5.2.1-1に流体を用いた筒型ダンパーの原理図を

示す。流体が充満したシリンダー（Dφ）mの内側を

ピストンおよびピストンロッドが速度（・ud）m/sで作
動する構造になっている。流体は圧縮しないものと

すると、流量（Q）m3/sでタンク室に流れ、粘性力と

慣性力の流れの抵抗で、内圧（P）N/m2が発生し、こ

の内圧がピストンに作用し、抵抗力（Fd）Nとなり、

この力を減衰抵抗力と称し、（5.2.1-1）式で表される。

（5.2.1-1）

A：ピストン受圧面積（ ・D2）m2、
a：オリフィス面積（ ・do2）m2、
ν：流体の動粘性係数m2/s、ρ：流体の密度kg/m3，

L：オリフィス長さm、CD：流量係数、
・ud：ピストン速度m/s

（5.2.1-1）式の大括弧内1項は粘性による流れ抵抗

を示し、第2項は乱流よる慣性抵抗を示している。

第1項の流体の動粘度係数（ν）は温度依存性が大き

く、振動エネルギーを熱として消散するダンパーは

特性が温度で支配されることになり、頻度の高い使

用条件には使用できない。そこで、オイルダンパー

は粘度の小さい作動油を用い、さらに、オリフィス

長さLを小さくして、大括弧内1項の粘度影響を無

視できる構造にしている。粘性を無視できる構造の

減衰力特性式は、式（5.2.1-2）に示すように温度影響

を受けるのは流体の密度（ρ）のみとなり、実用上、

温度依存性は無視できる。

・・・（5.2.1-2）

（5.2.1-2）式は速度の2乗に比例した特性となり、

高速時は過減衰に、低速時は減衰不足になり、一般

には簡易型のオイルダンパーとしてしか用いられな

い。建築構造用オイルダンパーの減衰特性としては、

低速から、高速まで一定の減衰で、解析のしやすい

速度比例特性が主に用いられている。

2）減衰力発生機構

減衰発生機構は種々考案されており、免震オイル

ダンパーとして、一般的に用いられている減衰機構

について述べる。

①速度2乗減衰機構

（5.2.1-2）式は、次の様に書き換えられる。

・・・（5.2.1-3）

ここで、C 2は減衰抵抗係数で単位は（kN・s2/m2）

式（5.2.1-3）は、図5.2.1-2のような速度の2乗の特

性が得られる。

減衰機構は、図5.2.1-1のような単孔オリフィスで

ある。
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図5.2.1-1 原理図



②速度2/3乗減衰機構

図5.2.1-3のような円錐形状のバルブをオリフィス

の部分に設け、バネ力と内圧の釣合いで開くバルブ

制御とし、オイルの通路面積が、弁リフトXに比例

する機構にすると、次式の速度の2/3乗に比例する

特性が得られる。

・・・（5.2.1-4）

Av；バルブポート面積、Kv；バネ定数、

B ；バルブ形状係数、X；バルブリフト

（5.2.1-4）式は、図5.2.1-4の様に速度の2/3乗の特性

となる。

③速度比例減衰機構

バルブの開口面積がバルブリフトの1/2乗に比例

するような特殊な形状とすると；

・・・（5.2.1-5）

ここで、λは形状係数で、弁形状で異なる。

（5.2.1-5）式は図（5.2.1-6）のように、速度に比例する

特性となる。

以上の3種類特性の減衰力比例定数、C2、C3、Cd
はそれぞれディメンションが異なる。

C2；kN-s2／m2

C3；kN-s2/3／m2/3

Cd；kN-s／m

呼称はC2、C3は単に減衰力係数で、速度比例の

Cdは粘性減衰係数と呼ばれている。

④組合せ特性

これらのバルブを単独で用いる特性と組み合わせ

て用いる場合がある。

＊速度二乗特性と速度2/3の特性の組合せを組合わ

せた速度比例特性

速度二乗のオリフィスと速度2/3の円錐弁を組合

せると近似的に速度比例特性が得られる。
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図5.2.1-3 円錐弁減衰機構

図5.2.1-5 速度比例バルブ

図5.2.1-6 速度比例特性

図5.2.1-4 速度2/3乗特性

図5.2.1-2 速度2乗減衰特性
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＊速度比例特性と速度2/3乗特性の組合せたバイリ

ニア特性

速度比例弁と速度2/3乗弁にスプリングにプリセッ

トを与えた組み合せで，バイリニア特性が得られる。

3）ダンパー本体の基本構造

基本構造は、筒型ダンパーが主流であり、バルブ

やオイルタンクの配置で、下記の構造のものがある。

（2）基本性能

1）速度比例特性

オイルダンパー特性式は、実験結果の回帰式では

なく、解析容易化を図るため、線形特性となる減衰

機構を設計している。

減衰力-速度関係は；

・・・（5.2.1-6）

解析には、減衰力-速度関係式を用いるが、正弦

波加振のときの、減衰力の変位履歴を表す場合は，

次式を用いる。

・・・（5.2.1-7）
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図5.2.1-7 ユニフロー型オイルダンパー

図5.2.1-8 バイフロー型オイルダンパー

図5.2.1-10 線形特性のFd-・ud線図

図5.2.1-9 バイフロー型シングルシリンダーオイルダンパー



2）バイリニア特性

減衰力-速度関係は；

Fd＜Fdyのとき；

Fd＞Fdyのとき；

・・・（5.2.1-8）

なお、式（5.2.1-8）のsign（・ud）は、速度で符号
が＋、－に切り替わるシグナル関数である。

減衰力－変位関係式は、減衰勾配の大きいCdの楕

円と、減衰勾配の小さい楕円の組合せになるが、式

は複雑になるので省略する。

（3）性能の依存性

免震層の設計上考慮すべきオイルダンパーの基本

性能の依存性の概要を表5.2.1-1に示し、詳細を以下

に記述する。

1）振動数依存性及び微小速度、変位依存性

振動数依存、微小速度及び微小変位依存は作動油

の圧縮性に起因する。圧力変動の少ない使用条件下

では作動油は非圧縮性であると考えるが、オイルダ

ンパーのような振動荷重を受ける使用条件では圧縮

性を無視できないので、以下に記述する。

圧力による流体の体積の変化を表すには体積弾性

係数Kvが用いられる。

・・・（5.2.1-9）

V ；作動油の初期体積，dp；変動圧力，
dV；容積変化，Kv：作動油の体積弾性係数

Kvは実験的に求められ石油系作動油ではKv＝1.4
～1.9×10－3（MPa）の値が用いられ、これを定数と

して取り扱うと、次式から、作動油の圧縮バネ定数

が計算できる。

・・・（5.2.1-10）

Kd：内部剛性（作動油の圧縮剛性）、
V：圧力の作用している室の作動油容積、

A：ピストン受圧面積

作動油の圧縮性は、減衰抵抗力を発生する調圧弁

を流れる流量がピストンの動きに対して遅れを生じ

させ、減衰抵抗力-速度関係が位相遅れによりヒス

テリシスループを描く。このため、最大減衰抵抗力

の低下、および1サイクルの消散エネルギーの低下

となる。この力学モデルは図5.2.1-14のように減衰

に対し直列にバネを有するMaxwellモデルとなり性

能は振動数依存性を持つようになる。
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図5.2.1-11 線形特性のFd- ud線図

図5.2.1-12 バイリニア特性Fd-・udの線図

図5.2.1-13 バイリニア特性のFd- ud線図

表5.2.1-1 基本性能の依存性
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この系の線形特性線図は，図5.2.1-15のようにヒ

ステリシスループを描き、加速時と減速時では減衰

抵抗力が異なるので、線形特性と言えなくなる。一

方，図5.2-16の線図は斜めに傾いた楕円を描くよう

になる。

バイリニア特性の場合は、図5.2-17および図5.2.1-

18のように一次粘性係数での高減衰の範囲のヒステ

リシスループを描くが、2次粘性係数の範囲は影響

が少なくなる。

このMaxwellモデルの線形特性範囲内で、等価粘

性減衰係数（Cm ）は次式で表される。

・・・（5.2.1-11）

ω；円振動数（＝2πf），f；加振振動数，

Cd；純粋なオイルダンパーの線形粘性減衰係数
式（5.2.1-11）で判るように、免震構造のように長

周期化されている振動系においては、分母の第一項

が十分小さくなりCm≒Cdとみなすことができる。

なお、オイルの体積弾性係数（Kv）は、内部圧力に

対する依存性があり、微小振幅及び微小速度では著

しく小さな値となる。よって、この領域では大幅な

減衰性能低下が生ずる。このためこの領域は性能保

証範囲外としているが、限界変位の1/100以下の領

域であり、いわゆる免震性能に影響を及ぼす領域で

はない。

2）温度依存性

オイルダンパーの性能設計式では温度依存性に関

わる粘性抵抗の項は無視されている。20℃を基準と

して、下記の事例のように－30℃または-20℃か

ら、＋80℃の温度範囲で±10％の等価減衰係数の変

動を基準値としている。なお、－5℃以上の環境で

あれば温度依存性は無視できると考えるのが一般的

である。

［実測事例Ⅰ］バイフロー形（500kNタイプ）

BDS901100-L-1にて実施した。

－30℃～＋80℃にて性能変化は最大7.7％で、規

格の±10％以下を満足している。

加振条件：振幅±80mm、周期1Hz、速度50cm/sec
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図5.2.1-14 Maxwellモデル

図5.2.1-15 線形特性のFd-・um線図

図5.2.1-16 線形特性のFd- um線図

図5.2.1-18 バイリニア特性のFd- um線図

図5.2.1-17 バイリニア特性のFd-・u m線図



［実測事例Ⅱ］ユニフロー形（800kNタイプ）（略）

3）繰返し回数依存性

回数依存は機械部品の磨耗によるが，地震，風振

動の回数程度では殆ど変化は無い．（想定回数によ

る試験にて確認）

【耐久性能変化試験結果】

試 験 品：バイフロー形（500kNタイプ）

加振条件：振幅±80mm、1Hz、速度50cm/sec

加振回数：1000回加振した結果、性能低下は

2.04％と規格値5％を満足した。

（4）限界性能

限界性能は、オイルダンパーが性能を発揮する限

界であり、変形、速度、熱容量がある。

1）限界変形

オイルダンパーの限界変形は，履歴型のダンパー

と異なり構成部材そのものの変形に依存せず，構成

された部品間の機械的な接触で稼働範囲が定まる。

従って、図5.2.1-22に示すように、水平軸方向の変

位の中立位置を原点とし、最伸長（Lmax）と最圧縮

長（Lmin）の差を全ストロークとして、この1/2を限

界変形と定める。

限界変形＝（Lmax－Lmin）×1/2

製作が可能な限界変形は、製作者ごとに形式（サ

イズ）別に最大値が定められており、この範囲で選

択することができる。限界変形を超える条件で使用

すること，また機械的なストッパーとして使用する

ことなどはオイルダンパーを破損することになるの

で避けなければならない。

2）限界速度

限界速度は，オイルダンパーが安定して性能を発

揮できる最大の作動速度とした。この値は，限界速

度点で性能に異常を生じないこと、あるいは発生す

る減衰力が許容される強度の限界を超えないことな

どを配慮して定めた。オイルダンパーの強度，およ

び限界速度など製作者各社で定められており、これ

らは油圧制御理論と実績から設計計算式が確立され
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表5.2.1-2 温度性能変化試験結果

図5.2.1-19 温度依存性試験

図5.2.1-21 耐久性能変化試験結果

図5.2.1-22 オイルダンパーの限界変形表5.2.1-4 耐久性能変化試験結果
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ている。オイルダンパーの減衰力は作動速度に応じ

て増大するため、過大な作動速度による負荷はシリ

ンダーの変形、破損、ロッドの座屈，破断などを生

じ、強度部材に悪い影響を及ぼす。また、過大な作

動速度は、調圧弁類を流れる作動油の流量を増大さ

せる．流量の増大は，内圧の増大と共に調圧弁類に

振動など異常動作を発生させ、オイルダンパーの性

能は不安定となる。このように、限界速度は強度と

性能の両面に配慮して定められており、この値以下

で使用するような配慮が必要である。

［実測事例Ⅰ］バイフロー形（500kNタイプ）

形式；BDS901100-B-1

条件；振幅±240mm周期1sec

（最大速度1.51m/sec）

試験結果；定格500kN

3本計測値490～530kN

［実測事例Ⅱ］ユニフロー形（750kNタイプ）（略）

3）熱容量（温度上昇限界）

各種減衰装置（減衰材）は、振動エネルギーを熱

に変換して吸収（放熱）するものであるから、入力

熱量に対する、製品の熱容量および放熱特性で上昇

温度が定まる。この上昇温度に対し、各ダンパーの

許容温度以内に収まるかの検証が必要である。オイ

ルダンパーの許容温度はシリンダー外壁で80℃とし

ている。これは、シール機能が100℃程度から低下

してくるので、余裕をみた値である。温度依存性試

験データにより、従来の標準地震波、および風揺れ

では十分余裕があることを確認しているが、最近、

長周期地震で長時間の継続時間が想定されており、

これに対しての検証事例を記載する。

・［地震波応答温度上昇検討］バイフロー形

（1000kNタイプ）

特　　　　　性；Fmax＝1000kN，Cd＝25kN-s/cm，

pCd＝1.695kN-s/cm

取　付　け　長；La＝ 3050mm

ス ト ロ ー ク；S  ＝ 1300mm

外シリンダー外径；D ＝φ406mm（質量274kg）

内シリンダー内径；Di＝φ240mm（質量145kg）

作　動　油　量；V ＝141 L

図5.2.1-25に地震波応答解析による入力減衰力を

示す。（max850kN）。

図5.2.1-26に入力減衰力より計算した入力熱量を

示す（8500kJ/110sec）。

図5.2.1-27にオイルダンパーの熱容量から計算し

た温度上昇及び周囲温度25℃としたときの外壁温度

を示す（20℃/110sec）。

考察；・継続時間110sec，入力熱量8500kJにおい

て，温度上昇20℃の推測結果となった。

・放熱熱量は期待できず，作動油及び内，

外シリンダーの蓄積熱量（熱容量）で温

度上昇は支配される。

・入力値は、ほぼ最大に近い減衰力の継続

時間が80秒程度の長時間継続する厳しい
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図5.2.1-23 限界速度性能［Ⅰ］

図5.2.1-25 入力減衰力

図5.2.1-26 入力熱量

図5.2.1-27 温度上昇・外壁温度



条件であった。このことから、この製品の

熱容量は充分に大きいものと考えられる。

・［地震波応答温度上昇検討］ユニフロー形

（784kNタイプ）（略）

5.2.2 設計上の取り扱い（力学モデル）

解析モデルは、ダンパーの基本特性と依存性を考

慮して、構造設計者がモデルを構築する。

本項は解析モデル作成の資料として、ダンパー単

体試験の計測データを1軸モデルによりシミュレー

ション解析した事例を記載する。また、免震層に配

置されるX,Y方向の2次元配置モデルの取り扱いに

ついても述べる。

（1）1軸モデル

オイルダンパー基本性能を表すモデルは表5.2.2-1

中、①の流体抵抗のみ表現するダッシュポットモデ

ルである。特に考慮する依存性としては、作動油の

圧縮性に起因する振動数依存があり、このときのモ

デルはバネと減衰を直列とした表中②のMaxwellモ

デル1である。

1）解析事例

2）微振動領域における解析モデル

特殊な事例として、風揺れ等の微振動（通常振幅

10mm以下）の場合は、作動油の剛性が大幅に低下

するので、これを考慮した図5.2.2-1③のMaxwell モ

デル2等が考えられている。

3）平面2次元配置モデル

平面二次元の地震動に対応するためには，取付け

長はストローク中立時の長さを原則とし、同一の特

性を有する2本のオイルダンパーを一対として、両

者の相対的な角度を90°として配置することを標準

とする。図5.2.2-2のように減衰係数（C）のオイルダ

ンパーをX軸方向，Y軸方向に配置し、任意方向

（X軸との角度θ方向）に速度（V）で動かした時のX、

66 MENSHIN NO.57 2007.8

技術委員会報告 ― 5

表5.2.2-1 1軸解析モデル事例

図5.2.2-1 ③Maxwellモデル2



技術委員会報告－ 5

Y方向の速度は，オイルダンパーの長さが変位量に

比べ充分大きく、変位に伴う傾きが無視出来るもの

とすると、θ方向の合成減衰力（Fxy）は；

Fxy：角度θ方向の合成減衰力

Fx ：X方向に配置された粘性減衰係数Cのオイル

ダンパー減衰力

Fy ：Y方向に配置された粘性減衰係数Cのオイル

ダンパー減衰力

すなわち、上式はX、Y方向に直角にオイルダン

パーを配置すると、任意の方向に1本分と同一の特

性が得られることを示している。

5.2.3 製作管理（略）

5.2.4 施工・維持管理（略）

5.2.5 認定型式と試験内容の一覧（略）

6 粘弾性ダンパー（略）
7 各ダンパーが使用された建築物の特徴（略）
8 今後の課題（略）

あとがき
本活動報告書では、現在、材料認定を取得し、免

震構造に一般的に用いられているダンパーについて、

各部材メーカが保有している、基本性能の他、製

作・施工・維持管理や交換基準・交換方法が概ね記

述されている。これらのデータは、今後の免震部材

の開発や、免震構造の設計において有用な資料とな

るものと確信している。なお、本稿は、活動報告書

の一部を抜粋したものであり、詳細資料については、

日本免震構造協会　事務局へ問い合わせされたい。

謝辞

各部材の基本データの提供・整理および各種の解

析検討においては、各委員と部材メーカの方々に多

大なるご協力を頂きました。ここに深く謝意を表す

次第であります。
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図5.2.2-2 X、Y平面配置モデル



1 はじめに
東海・東南海地震の危機感が増している現在、免震

建築物のニーズは高まっている。一般的な基礎免震建

築物の他にも建築物の中間部に免震装置を設置する中

間階免震建築物もよく計画されるようになった。

しかしながら、免震建築物および免震装置の耐火

性能が明らかになっていないため、免震装置が火災

の影響を受ける部分に設置される建築物は個別の耐

火実験結果を基に旧38条特認や現行の性能評価によ

る建築物毎の大臣認定手続きによって耐火設計がな

されてきた。この大臣認定取得手続きには時間と費

用がかかることから、中間階免震建築物の採用が躊

躇されることも多かった。

当協会では、このような状況を鑑み、免震建築物

の耐火性能に関わる問題解決を目的として免震装置

メーカー・建材メーカー・ゼネコンの設計部と技術

研究所・設計事務所と様々な業種の委員から構成す

る防耐火部会を新たに設置した。

ここでは、免震建築物の耐火性能とこれに対する

防耐火部会の活動について述べる。

2 耐火性能評価方法について
表1に建築物の耐火性能評価方法を示す。耐火設

計の目標を、「火災によって建築物を崩壊させない

こと」とした場合、この目標を達成する評価方法と

して3つの方法が考えられる。

最も合理的な方法は、建築物の火災時の安定性を

架構レベルで評価する方法である。火災時に建築部

材は熱によって剛性と耐力が低下すると同時に熱膨

張して変形する。部材はこのような特性と状態の変

化をしながら周辺部材との応力再配分が行われる。

最終的に架構バランスが失われた時に建築物は崩壊

する。従って、このような状態を考慮した架構レベ

ルの耐火性能評価がより直接的で合理的なのである。

架構レベルの耐火性能評価を行う場合、わかりやす

く言うと建築物が崩壊しなければよいのであるから、

一部の部材の耐力喪失は許容されることになる。

架構レベルの評価方法を採用できない場合は、部

材レベルの評価方法を採用することになる。部材レ

ベルの評価方法は、全部材の火災時の耐力を確認す

ることによって建築物の火災時の構造安定性を間接

的に担保する方法である。部材レベルの評価方法で

は、火災時に部材を壊さなければよいため、合成構

造部材等の場合には、一つの構成材料の強度喪失が

許容されることもある。

架構レベルの評価方法も部材レベルの評価方法も

68 MENSHIN NO.57 2007.8

技術委員会報告 ― 6
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副部会長： 芳澤　利和 株式会社ブリヂストン
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上田　　栄 日本ピラー工業株式会社 堀　　長生 株式会社大林組

小倉　敏裕 日本インシュレーション株式会社 増田　直巳 株式会社三菱地所設計

金子　修平 オイレス工業株式会社 三浦　　聖 昭和電線デバイステクノロジー

倉本　真介 大成建設株式会社 株式会社

佐々木頼孝 東洋ゴム工業株式会社 三田村秀雄 東京ファブリック工業株式会社

清水　玄宏 ニチアス株式会社 神船　行生 ニッタ株式会社

染谷　朝幸 株式会社日建設計 宮本　圭一 鹿島建設株式会社

田中　　清 株式会社高環境エンジニアリング 山本　将貴 エスケー化研株式会社
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採用できない場合は、材料レベルの評価方法を採用

する。材料レベルの評価方法では、全部材の全構成

材料に対して一定以上の強度低下を許容しないこと

により間接的に部材の耐火性能を担保し、全部材の

耐火性能を担保することによって間接的に架構の安

定性を担保する評価方法である。

2000年の法改正以前の鉄骨部材の耐火性能評価基

準は、鋼材温度を350℃以下にすることであり、材

料レベルの評価方法であった。法改正以後は、耐火

被覆の認定方法に載荷加熱試験による方法が加わ

り、部材レベルの評価方法が追加された。また、架

構レベルの耐火性能評価は法改正以前から新都市ハ

ウジング協会の無耐火被覆CFT柱を含む建築物の耐

火設計等に用いられている。

3 免震装置の耐火性能について
建築物の耐火性能を評価するにあたっては、まず

部材とその部材を構成する材料の高温特性を把握す

る必要がある。これらを把握した上で、最も適した

評価方法を選択することになる。

3.1 構成材料の高温特性

免震装置の主構成材料は、積層ゴムにおいては鋼

材とゴムである。その他の装置では滑り材やオイル、

鉛等がある。以下にこれまでに明らかにした積層ゴ

ムの耐火性能について、その構成材料であるゴムの

耐火性能を把握するために必要な高温特性を述べ

る。鋼材については既往の実験等で明らかにされて

いるため、また、鉛については装置内部にあり高温

とならないため省略する＊1。

積層ゴムに用いられているゴムは、荷重支持のた

めの本体ゴムとこの本体ゴムを紫外線や損傷等の外

乱から守るための保護ゴムに分類される。

保護ゴムに用いられているゴムは、ブチルゴム、

天然ゴム、クロロプレンゴム、エチレン－プロピレ

ンゴム、の4種類である。耐火性能上、保護ゴムは

火災時の熱の伝播を防ぐ役割を担っている。熱を伝

える性能はそれぞれのゴムによって若干異なる。こ

の性能の評価点は、熱の伝えにくさ（熱拡散率）とゴ

ムの厚さであり、これらの合成効果によって断熱性

能が決定される。

荷重支持のための本体ゴムには天然ゴムと高減衰

ゴムがある。ゴムは200℃を超えると分解してガス

を発生しいわゆる分解燃焼を開始する＊2。また、高

温になると強度が低下すると同時に剛性も低下す

る。図1と図2に当協会が公的試験機関で実施した試

験による天然ゴムと高減衰ゴム圧縮弾性係数変化率

を示す。天然ゴムは、150℃程度まで、変化は緩や

かであるが、150℃を境に大きく低下しはじめ200℃

でおおよそ6割になる。一方、高減衰ゴムは加熱開

始から下がりはじめ、200℃でおおよそ2割になる。

3.2 装置の耐火性能

免震装置自体の耐火性能に対してはいくつかの実

験がなされている。免震装置に直接炎が接した場合、

表面のゴムが燃焼し、燃焼が継続し荷重支持能力を

失う。耐火被覆が施されて、加熱が緩やかな場合は、

150℃程度までは装置は軸方向に熱膨張するが荷重

支持能力は保持される。
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表1 建築物の耐火性能評価方法



4 免震建築物の耐火性能評価方法
架構レベルの耐火性能評価方法において架構が崩

壊しないことを目標レベルに設定した場合は、火災

によって一つの免震装置が大きく耐力低下してもそ

の免震装置が支持している鉛直荷重が周辺の部材に

再配分されれば、その免震装置には特別な耐火被覆

等は必要なくなる。この方法は建築物個別の性能評

価手続きによりいくつかの建築物で採用されている。

部材レベルの耐火性能評価方法は、現在、耐火被

覆鉄骨構造の耐火構造の認定方法として一般的とな

っている方法であり免震装置に対しても採用できる。

材料レベルの耐火性能評価方法も、熱に最も弱い

ゴムの温度によって決定することにより採用できる。

どのレベルの評価方法を採用するかは、免震装置

の耐火性能の余力、設計概念、採用する試験方法に

よって選択する。

5 免震建築物の防火法規上の位置付け
5.1 建築防火法規の概要

建築基準法では、以下の建築物を耐火建築物にし

なければならないとしている。

・防火地域・準防火地域内の一定規模の建築物

・特殊建築物（不特定多数が利用する公共性の高

い建築物）

建築物を耐火建築物とするためには、主要構造部

を耐火構造としなければならない。ここで、主要構

造部とは、梁・柱・床・壁・階段等であり、主に鉛

直荷重を支持する構造上重要な部材のことである。

耐火構造とは、コンクリート等、法で例示された

構造、あるいは、耐火試験を受けて認定取得した構

造である。

5.2 免震建築物の防火法規上の位置付け

免震建築物は免震装置が設置されている箇所によ

って、防火法規上、以下の2つに分類される。

・基礎免震

基礎は主要構造部ではないため、基礎部分にあ

る免震装置は耐火構造にする必要はない。従って、

耐火被覆は要求されない。

・中間階免震

装置は主要構造部に該当し耐火構造にしなけれ

ばならない。従って、耐火被覆が必要となる。た

だし、装置を、可燃物が極めて少なくかつ施錠管

理された専用免震層内に設置し、建築物個別の大

臣認定ルートで設計すれば無耐火被覆使用も可能

となる。

6 免震装置の防火法規上の位置付け
免震装置は例示仕様にないため、耐火構造の認定

を取得しなければならない。図3に耐火構造の認定

取得方法を示す。耐火構造の認定取得には、載荷加

熱試験による方法と加熱試験よる方法の2つがある。
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図1 天然ゴムの高温時圧縮弾性係数変化率（JISK6254による）

（試験は（財）化学物質評価研究機構において実施した）

図2 高減衰ゴムの高温時圧縮弾性係数変化率（JISK6254による）

（試験は（財）化学物質評価研究機構において実施した）

図3 耐火構造の認定取得方法
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7 免震装置の耐火構造認定の取得
防耐火部会では、以上を踏まえて耐火構造の認定

条件を検討した。

図4および図5に載荷加熱試験の概念を示す。載荷

加熱試験による方法は加熱試験による方法より直接

的で耐火被覆を薄くできる等のメリットがあるが、

免震装置は軸耐力が大きいため現実的な寸法での試

験が不可能であることと、上下にRC造等の別な構

造を設置しなければならず試験体が複雑となるた

め、認定試験に大きな負担となる欠点がある。幸い

に免震装置は熱容量が大きく材料レベルの評価方法

を採用しても耐火被覆の厚さが厚くなりすぎないた

め、加熱試験による評価が妥当なようである。

7.1 天然ゴム系積層ゴムの耐火性能評価

積層ゴムの耐火性能に影響する項目は、ゴムの種

類・被覆ゴムの種類と厚さ・鉛の有無等である。当

協会では以下に示す個々の項目毎に耐火性能への影

響を絞り込み、会員の全デバイスに有効となり、か

つ、全項目の影響を判断できる標準試験体を設定し

た。以下に検討項目を示す。

・試験体寸法：小さいほうが熱容量が小さく、温

度上昇しやすいため不利

・表面被覆ゴム：高熱伝導率で薄いものが不利

・鉛の有無：鉛は装置上下の熱伝導率の大きい鋼

製プレートに取り付いているため、鉛があった

ほうが不利

・装置高さ：高い方が不利（座屈長さが長くなる）

・面厚：高い方が不利→最大面圧を採用

これらの条件を整理し、指定試験機関に提示した。

結果として、指定試験機関は業務方法書を改訂し認

定試験が可能となった。建材メーカーは、デバイス

メーカーと共に試験体の製作後、認定試験を実施し、

耐火構造の認定を取得した。写真1に免震装置試験

体に設置した温度測定用の熱電対を示す。写真2に

耐火構造の認定試験－加熱試験を示す。
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写真1 免震装置試験体に設置した熱電対

図4 載荷加熱試験の概念（柱）

図5 載荷加熱試験の概念（梁）

写真2 耐火構造の認定試験－加熱試験



7.2 高減衰ゴム系積層ゴムの耐火性能評価

高減衰ゴムの高温特性は天然ゴムと異なり、温度上

昇過程の初期から剛性の低下が始まり天然ゴムと同じ

評価方法は採用できないため、装置全体の耐火性能を

前述の載荷加熱試験によって確認した上で、ゴムの許

容温度の設定をする方法を試験所間連絡協議会に提案

した。同協議会は、当協会の提案を受け入れ、各試験

所は業務方法書を更新し、認定試験の実施を可能とし

た。結果として、耐火被覆をした高減衰ゴムからなる

免震装置の耐火構造の認定が実現した。

図6に認定予備試験時の試験体本体ゴム表面温度

を示す。加熱時間はゴムの温度が150℃になるまで

とした。試験体のゴム温度は5時間後に150℃となっ

た。この時点でも試験体は設定した荷重に対して支

持能力を失わなかった。従って、高減衰ゴムの許容

温度も150℃に設定することの妥当性が証明された。

8 防耐火部会の今後の活動
8.1 耐火設計ガイドラインの作成

想定される火災に対して、免震建築物の防耐火性

能の評価方法についての耐火設計ガイドラインを作

成する。第一版は2年後を目安として発行する。

免震装置は、従来の天然ゴムを用いた積層ゴムに

加え、様々な材料や構成を保有するものが増えてい

る。今後もその傾向は続くと考えられる。また、建

築物に対する要求性能も徐々に変化しつつあり、建

築基準法もそれに応じて改正が繰り返されている。

しかしながら、免震建築物の防耐火性能に対する包

括的な設計手法は未だ存在しない。

このような状況を踏まえ、当部会では、当面の状

況下で順法、かつ、工学的評価を可能とする免震建

築物の耐火設計ガイドラインを作成することとした。

このガイドラインは、装置の構成材料の高温特性、

装置の耐火性能評価と建築物の耐火性能評価の3つ

から構成する。装置の耐火性能は、構成材料の高温

特性、および、部材の高温時耐力および火災後の再

使用も含めて整理する。建築物の耐火性能について

は、性能の評価方法を、材料レベル、部材レベル、

架構レベルの3つのレベルに分けて展開する。

8.2 すべり系、転がり系の免震装置の耐火性能

積層ゴム系に引き続き、すべり系・転がり系の免

震装置についても、耐火構造の認定に対する会員か

らの要望があることから、検討を開始した。

＊1 鋼構造耐火設計指針　日本建築学会　1999年1月
＊2 構造材料の耐火性ガイドブック　日本建築学会　1999年1月
＊3 赤石直樹、芳沢利和、佐々木頼孝、堀口勉、大貫寿文、西田一

郎、堀正人、「高減衰ゴム系免震装置の載荷加熱試験による実
験的検討」、日本建築学会大会学術講演梗概集（関東）2006年9月
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写真3 認定予備試験－載荷加熱試験

写真4 認定予備試験－載荷加熱試験

図6 認定予備試験時の試験体本体ゴム表面温度＊3
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日　時 平成19年5月16日（水）午後3：00～5：30

会　場 日本免震構造協会　会議室（東京都渋谷区

神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 理事総数25名　出席理事数14名、委任状提

出8名、事務局3名（出席者名簿は省略）

■議　事
1．出席者数の報告
理事総数25名のうち、出席理事数は14名・欠席で

委任状提出が8名。有効表決数22となり、定足数13

以上を満たし、理事会が有効に成立した。

2．会長挨拶
「本日の理事会の審議事項は、6月の総会に先立ち、

平成18年度収支決算報告と事業報告、新年度予算案

と事業計画が中心となります。宜しく議論の程をお

願いしたい。」との挨拶があった。

3．安藤顧問挨拶
5月より、事務局に国土交通省出身の安藤喜一郎

氏が来られ、安藤顧問より挨拶があった。

4．定款により、議長は会長

5．議事録署名人
議事録署名人として、沢田研自理事および長橋純

男理事の両氏が選出された。

6.審議事項

1）新委員会発足と委員交代と新入会員について

事務局より、配布資料⑤にもとづき新委員会

発足・委員の増員及び交代と、賛助会員入会

の（株）メンテックとデンマークのDAMPTECH

（ダンプテック）の2社、第2種正会員入会の、

古橋　剛氏（日本大学）と立道郁生氏（明生大学）

の2名について諮られ、異議なく承認された。

2）平成18年度収支報告・事業報告（案）について

平成18年度事業報告（案）については、若干文

言を訂正することで了承された。

平成18年度収支決算は、収入総額：約1億

5,823万円、支出総額：約1億387万円、次期繰

越収支差額：約5,435万円であった。当初の予

算では、次期繰越収支差額は約2,963万円であ

ったが、収入で、予算に対して「技術者認定

事業収入」の約1,000万円増と「性能評価事業

収入」の約1,700万円増の収入があったので、

予算を上回る結果となった。「技術者認定事

業収入」は、ふたつの認定資格で予想を大幅

に上回る受験者があったこと。「性能評価事

業収入」は、性能評価の件数が多かったこと

による。支出は、ほぼ予算通りとの説明があ

り、上記の案で異議なく承認された。

3）平成19年度収支予算・事業計画（案）について

平成19年度事業計画（案）については、種々意

見があり、訂正したものを事務局より後日、

メールにて理事宛に送付し、確認してもらう

ことで了承された。

平成19年度収支予算（案）は、収入総額：約1

億円、支出総額：約1億1,000万円、次期繰越

収支差額は、約4,000万円との説明があり、

上記の案で異議なく承認された。

4）役員改選（案）について

事務局より、配布資料⑧にもとづき説明があ

った。役員については、東洋ゴム工業（株）の

駒井幸夫氏から端山光明氏に、日本免震構造

協会・黒澤定弘氏から首都大学東京の山崎真

司氏に交代となる。

評議員については、（株）大林組の表佑太郎氏

から汐川孝氏に、前田建設工業（株）の渡邊朋

之氏から山　達司氏に交代となる案について

諮られ、異議なく承認された。

5）規程類の整備について

事務局より、配布資料⑨にもとづき説明があ

った。

下線は、変更する箇所。二重線は、削除する

箇所を表す。

①就業規則

制定日のところで、平成14年2月14日制定

を加える。

（定年退職）第24条　職員の定年は満63歳

とする。

②積立預金に関する規程、積立預金の関する

細則

タイトル・文中の積立預金を、すべて積立

金に変更する。

平成18年度理事会議事録



③社団法人日本免震構造協会表彰規程（表彰

の対象）

現行「技術賞は、免震建築物の設計、施工

及びこれらに係る装置等について研究開発

により優れた成果をあげた者に贈る。」とあ

るのを、改正「技術賞は、免震建築物の設

計、施工及びこれらに係る装置等に関する

技術としての優れた成果に贈る。」とする。

上記の案が諮られ、異議なく承認された。

■報告事項

1）会員動向

年度末に伴い、退会・種別変更等があり、現

在の会員数は、第1種正会員107社（134口）、

第2種正会員172名、賛助会員67社となった。

1993年協会スタートの時は、第1種正会員は

56社・第2種正会員は28名であった。

2）平成18年度理事会出欠リスト

平成18年度は理事会が3回あり、出欠状況は

資料の通り。

3）評価事業関連について

永井性能評価業務部長より、「平成18年度の

申請件数は、構造性能評価26件と材料性能評

価7件であった。目標達成率は大幅に上回っ

たが、申請者の偏りなど課題も残った。」と

の報告があった。

4）監事監査について

5月11日に協会にて、監事監査を行い監査が

終了した。

5）行事予定

事務局より、配布資料④にもとづき説明があ

った。

6/7に総会・協会賞表彰式、6/29にゴム協会と

の共催講習会、9/7に免震フォーラムなど。

6）その他

パブリックコメント

限耐法の地盤増幅係数Gsの規定に対して、協

会からパブリックコメントした。

四号建築相当の戸建て免震住宅に対する緩和

措置、また、Gsの算定に関する地盤情報の整

備に関して提案した。

5：30 閉会

配布資料

資料①会員動向

資料②平成18年度理事会出欠リスト

資料③評価事業関連について

資料④行事予定

資料⑤新委員会発足と委員交代と新入会員について

資料⑥平成18年度収支報告・事業報告（案）について

資料⑦平成19年度収支予算・事業計画（案）について

資料⑧役員改選（案）について

資料⑨規程類の整備について

平成19年5月31日

議　　　　長 西川　孝夫

議事録署名人 沢田　研自

議事録署名人 長橋　純男
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開催日時 平成19年6月7日（木）午後4時～4時50分

開催場所 明治記念館　2階「鳳凰の間」

東京都港区元赤坂2-2-23

正会員総数 281名

出席正会員数 207名（出席者65名、表決委任者142名）

■議　案
第1号議案　平成18年度事業報告書及び収支計算書

承認の件

第2号議案　平成19年度事業計画書及び収支予算書

承認の件

第3号議案　役員の選任及び評議員の選出の件

その他

■議事の経過及び結果

1）開会

定刻に至り、事務局より開会が告げられ引き

続き、当協会西川孝夫会長が挨拶した。

2）定足数の報告

事務局より、本日の通常総会は定足数を満た

したので有効に成立する旨が告げられた。

3）議長選出及び議事録署名人選出

議長の選出についてはかったところ、満場一

致をもって西川孝夫会長が議長に選任され

た。続いて、議事録署名人選出について事務

局から、小川雄一郎氏（第一種正会員）、瀬尾

和大氏（第二種正会員）の提案があり、異議な

く承認され、両人とも承諾した。

4）議案審議

第1号議案　平成18年度事業報告書及び収支

計算書承認の件

議長は、事務局に説明を求め、可児専務理事

より資料に基づき事業報告書及び収支計算書

の説明があった。続いて大八木監事より監査

報告があった後、審議に入ったが異論なく、

第1号議案は、全会一致で可決承認された。

第2号議案　平成19年度事業計画書及び収支

予算書承認の件

議長は、事務局に説明を求め、可児専務理事

より「本年は免震構造が出現してほぼ30年に

なることから、改めて免震構造を見直し、今

後の免震構造の進展のための足がかりの年と

して、特に免震構造技術の普及推進活動に努

める。」との説明があり、資料に基づき事業

計画書及び収支予算書の説明があった後、審

議に入ったが異論なく、第2号議案は、全会

一致で可決承認された。

第3号議案　役員の選任及び評議員の選出の件

議長は、当法人の理事駒井幸夫および理事黒

澤定弘の2名より、本通常総会終結をもって

辞任する旨の届出があり、これが後任者を選

任する必要がある旨を述べ、その選任につい

て議場に諮ったところ、慎重協議の結果、満

場異議なく理事端山光明と理事山崎眞司の2

名が選任された。なお、被選任者は、いずれ

もその就任を承諾した。

また、評議員表佑太郎および評議員渡邊朋之

の2名より、本通常総会終結をもって辞任す

る旨の届出があり、これが後任者を選出する

必要がある旨を述べ、その選出について議場

に諮ったところ、慎重協議の結果、満場異議

なく評議員汐川孝と評議員山　達司の2名が

選出された。なお、被選出者は、いずれもそ

の就任を承諾した。

その他

議長より、その他審議事項の有無の確認があ

ったが、新たな審議事項はなかった。

5）閉会

以上をもって、平成19年度通常総会の議案全

部の審議を終了したので、議長は閉会を告げ

散会した。

以上、審議及び結果について、この議事録が

正確公正であることの証として、議長及び議

事録署名人2名が下記に署名捺印する。

平成19年6月7日

議　長（理事） 西川　孝夫

議事録署名人 小川雄一郎

議事録署名人 瀬尾　和大

平成19年度通常総会議事録
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第8回 日本免震構造協会賞－2007－

第8回日本免震構造協会賞は、右に記す諸氏及び
作品を表彰することに決定した。

表彰制度の目的
免震構造の技術の進歩及び適正な普及発展に貢
献した者並びに建築物を表彰することにより、免
震技術の確実な発展と安全で良質な建築物等の整
備に貢献していくことが本協会の表彰制度の目的
である。

表彰の対象
功労賞は、多年にわたり免震構造の適正な普及
発展に功績が顕著な者に、技術賞は、免震建築物
の設計、施工及びこれらに係る装置等に関する技
術としての優れた成果にそれぞれ贈る。作品賞は、
免震構造の特質を反映した、優れた建築物とする。

表　　彰
2007年6月7日
（社）日本免震構造協会通常総会後

（社）日本免震構造協会表彰委員会委員
神田　順（委員長） 岡部憲明 小幡　学
河村壮一 北村春幸 平島　寛 村井義則
六鹿正治

審査経過
本年度の日本免震構造協会賞のうち、功労賞に
ついては、応募がなく見送った。技術賞について
は、3件、作品賞については、8件、計11件の応
募があり、慎重審議の上、委員会で技術賞1件、作
品賞3件を選定し、推薦することを決定した。
初回委員会において、事前に送付された応募書
類をもとに意見交換を行い、技術賞に関しては、3
件をヒヤリングの対象に、作品賞は6件を現地審査
の対象に選出した。
技術賞としては、免震技術がさまざまな形で展
開されてきている状況の中で、開発成果の独創性、
一般性など優れた成果としてのアピールが問われ
るが、本年は、柱脚周りに限定された補強機構を
用いた中間層免震レトロフィットに対して、技術
の可能性を広げた成果を認め、表彰委員会で一致
して選定した。
作品賞については2月から3月にわたって現地審
査を実施した。建築作品としての空間構成や免震
建築としての使われ方について、担当者から直接

に説明を受け質疑応答の機会をもった。今回は建
築用途上、内部の視察が困難な例があった。基本
的には応募される以上は、内外部とも十分な紹介
が可能であることを前提とされるべきと考えるが、
審査にあたっては不十分な現地審査を考慮の上で
実施した。
作品賞への応募作品からは、例年、質の高い建

築が増えて来ていることが感じられ、免震構造と
いう特性が建築空間に生かされており、現地審査
においても、そのことが実感されるものであった。
最終的に選定された3件は、いずれの作品も建築

空間の展開において免震構造としての特性を生か
しており、また総合的にも優れた建築作品として
高く評価されるものとして、表彰委員会で一致し
て選定した。
技術的に工夫された作品が、それだけで必ずし

も優れた建築物としての評価に至らない場合があ
るが、応募技術や作品はいずれも免震構造の質の
高い発展に寄与するものであり、今回の応募者に
お礼申し上げるとともに、今後も会員の積極的な
応募に期待する。

（神田　順）

選　考　結　果
第8回日本免震構造協会賞受賞は下記の4件である。

Ⅰ　技術賞
1）柱脚周りに限定された補強機構を用いた中間層免震レト

ロフィット

株式会社日建設計 向野聡彦、小野潤一郎、

木村征也

Ⅱ　作品賞
1）国立新美術館

株式会社黒川紀章建築都市設計事務所　黒川紀章

株式会社日本設計 人見泰義、中村　伸

鹿島建設株式会社 大野平雄

清水建設株式会社 田中純一

2）東京建設コンサルタント新本社ビル

株式会社東京建設コンサルタント　岸　輝親

株式会社松田平田設計　藤森　智

清水建設株式会社 竹内雅彦、斎藤利昭、野口高行

3）味の素グループ高輪研修センター

味の素株式会社 坂倉一郎

株式会社久米設計 嵐山正樹、依田博基、渡瀬利則

大成建設株式会社 平田尚久

（敬称略）
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第8回 日本免震構造協会賞受賞の方々

柱脚周りに限定された補強機構を用いた
中間層免震レトロフィット

株式会社日建設計

国立新美術館
株式会社黒川紀章建築都市設計事務所

株式会社日本設計
鹿島建設株式会社
清水建設株式会社

■技術賞 ■作品賞

東京建設コンサルタント新本社ビル
株式会社東京建設コンサルタント

株式会社松田平田設計
清水建設株式会社

■作品賞

味の素グループ高輪研修センター
味の素株式会社
株式会社久米設計
大成建設株式会社

■作品賞
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概要
近年、中間層レトロフィット工法の適用例が増加している。こ

の工法は既存建築物の中間特定層を免震化することで地震入力を
低減し、耐震性能を向上させる有効な補強方法である。しかし、
高層建築物や柱の少ないRC系建築物においては1柱あたりの軸力
が比較的大きくなり、地震時に支承周りに生じる大きな偏心応力
の処理が課題となる。
本提案では、柱脚周りの限定された範囲の躯体補強で、大地震

時に免震支承周りに発生する大きな偏心応力に抗し得る力学的な
曲げ戻し機構を実現しつつ、補強改修後の建築計画上の空間の用
途に幅を持たせることができる巧妙な解として、今後の中間層免
震レトロフィット計画に新たな可能性を示すことができた。

選評
中間層免震レトロフィットは、免震層より上部の階の

機能や使用を停止することなく、工事範囲を限定して耐

震性能を向上できる有効な改修工法である。ただし、ア

イソレータが安定的にその機能を発揮するためには、そ

の取り付け部分が剛強であること、アイソレータに伝達

される外力が極力単純明快であることが望ましい。

静岡県庁西館では、各種の補強工法の比較に基づき、

駐車場として用いられている1階の柱20本の下部を切

断して免震部材を設置する中間階免震工法が採用され

た。1階部分の車路を確保すること、および2階床梁部

分の既存躯体の補強の必要性から、1階外周部の柱の切

断面より上部に、柱を挟み込む形で剛強なRC梁がプレ

ストレス圧着工法により増設された。補強梁の片側長

さはスパンの1/4程度である。また、柱脚部から横に

アウトリガー状に張り出した補強梁の下部には転がり

支承が設けられ、アイソレータに作用する曲げモーメ

ントを押さえ込んでいる。

補強工法の信頼性を検証するために、FEM解析や

1/2スケールの載荷実験がなされた。ここで用いられ

ている免震部材は特別なものではないが、それぞれの

特長を活かした使い方がされている。

これらの実績は、今後の免震レトロフィットの展開

に大いなる示唆を与えるものであり、技術賞に値する。

（河村壮一）

システム及び特記事項
この技術提案は、静岡県庁西館の耐震改修計画を実現

する際に発注者要望に対して構造設計上、最も有効な解
として発案されたものである。計画条件・要望は、①
「想定される東海地震に対して建物本体の被害を最小限に
抑え、大地震後も庁舎機能を確保すること」②「免震改
修工事期間中も2階以上の事務執務を継続するために、
工事中のいかなる期間にも既存建物の保有水平耐力を下
回らないよう施工方法・手順に十分配慮すること」③
「1階は耐震改修後も駐車場空間とすること」であった。
耐震改修工法としては、東海地震に対して「居なが

ら補強」により既存庁舎の耐震性能を向上させるため、
1階を免震層とする中間層免震レトロフィットを採用し
た。その際、1階は改修後も駐車場とするため建築計画
上、駐車場入口及び車路を設ける必要があり、外周部
の桁行方向にはスパン全長にわたり補強梁を設けるこ
とが困難であった。
そこで既存柱の両側に桁行方向スパンの約1/4程度

までの限定された範囲にプレストレストコンクリート
造補強梁を既存柱に圧着接合して、その先端に上下方
向の支点として水平滑動抵抗≒0なる十字型転がり支承
を設けた。これにより限定された範囲の躯体補強で大
地震時に既存柱の柱脚における支承周りに発生する大
きな偏心応力に抵抗し得る反力機構を実現した。なお、
この補強梁は柱切断時のジャッキ仮受けや万が一の支
承部材交換に対しても配慮されたものとなっている。

柱脚周りに限定された補強機構を用いた
中間層免震レトロフィット

技術賞

株式会社日建設計：向野聡彦、小野潤一郎、木村征也

建物外観（撮影：三島　叡）

外周桁行架構　柱脚廻り

柱直下に設けた積層ゴムと補強梁先端に設けた転がり支承
（撮影：三島　叡）

外周部柱軸力
8,000～10,000kN
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国立新美術館

建築概要
建 設 地：東京都港区六本木七丁目22-1
建 築 主：文化庁
設　　計：黒川紀章・日本設計共同体
施　　工：Ⅰ工区　鹿島・大成・松村JV、

Ⅱ工区　清水・大林・三井JV
竣　　工：2006年6月
建築面積：13,096m2 延床面積：48,580m2

階　　数：地上6階、地下2階　高　　さ：29.5ｍ
構造種別：鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造

選評
国立新美術館は、都心部青山霊園に隣接する旧東京

大学生産技術研究所跡地に建てられた我が国を代表す

る美術館である。このような一般に広く知れわたる大

規模公共建築に免震構造を採用したことは評価される。

本美術館は収蔵品を持たない、企画型・公募展のた

めの美術館である。諸外国からの貴重な美術品を地震

国である日本で展示する国立美術館が、免震構造で建

てられたことに大きな意義がある。

本建物は130m×60mの整形な形状を持つ巨大な展

示部とその南側に複雑な曲面のガラスファサードを持

つアトリウムで構成される。展示部は、2,000m2の柱

の無い展示室を3層積み重ねた効率の良い架構計画を行

い、水平地震力が小さくなる免震構造の利点を生かす

とともに、鉛直荷重を集約することで免震層の長周期

化と合理化を図っている。アトリウムの構造マリオン

材は曲面のガラスファサードを支持するために様々の

工夫が施されている。また、建物と地面との境界が、

免震構造であると感じさせない処理がなされている。

本建物は免震構造として望ましい美術館でそれを実

現し、免震構造を生かす建築計画、構造計画がなされ

ており、作品賞に相応しい建物である。

（北村春幸）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は、多様化する現代美術など急速に進展する

美術活動にも対応できる、我が国を代表する5館目の美
術館として、機能的で利便性の高い展示空間や関連施
設が配置されている。
免震構造を採用することにより、大地震時に展示作品

を保護するだけでなく、大空間の積層構造を合理的に実
現するとともに、在来工法では難しい3次曲面の透明感
あるガラスファサードを持つ無柱空間の大規模アトリウ
ムを実現しているのが建築的な特徴となっている。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
アトリウムは高さ約23m、面積約3,000m2の無柱

空間であり、ガラスファサードと一体となった構造マ
リオンがアトリウムの屋根を支える架構としている。
ガラスファサードが3次曲面をなすため、構造マリオン

は最大2.8mの大曲がりがあるが、115mm×515mm
の無垢のスチール（フラットバー）を最大9,500Rで曲げ
加工して用いている。
架構に加わる設計地震力は免震効果により約1/3に

低減されるため、60.5φと42.7φのパイプで出来た
つなぎトラスを約4m毎に設けるだけで、サッシュ面の
面内剛性を確保でき、ガラスファサードの透明感を生
かせている。

作品賞
設計・監理者：株式会社黒川紀章建築都市設計事務所　黒川紀章

株式会社日本設計　人見泰義、中村　伸
施工者：鹿島建設株式会社　大野平雄

清水建設株式会社　田中純一

建物外観（撮影：森嶋康洋）

アトリウム内観（撮影：人見泰義）

アトリウム横つなぎ詳細
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建築概要
建 設 地：東京都豊島区北大塚1-15-6
建 築 主：株式会社東京建設コンサルタント
設計施工：清水建設株式会社
監　　理：株式会社松田平田設計､

株式会社東京建設コンサルタント
竣　　工：2006年8月
建築面積：868.43m2 延床面積：5,980.28m2

階　　数：地上7階、地下1階　高　　さ：35.7m
構造種別：鉄筋コンクリート造

選評
建物正面に立つと一階と二階の間にしっかりとした免

震装置が見える。明らかに免震構造の建物とわかること

を意図したデザインである。正面で視線を受ける昇り庭

までまっすぐに抜けるエントランスホールと地下駐車場

からなる下部構造、そしてその上に載せられた一塊の上

部構造のオフィスという明快な構成である。外装は構造

体をかねるプレキャストコンクリートが全面を覆い、一

方、内部は剥き出しの格子状プレストレスト・コンクリ

ート梁が空間の性格を決定付けているなど、全体に構造

の意図がそのままデザイン表現へと昇華されている。室

内の梁下寸法は2,800であるが、露出梁としているた

め、天井高で3,400あるオフィス空間は伸びやかであ

る。均質な無柱のオフィス空間に対して、外装PCa版

の応力集中箇所に配されたコンクリートパネルが、かえ

って空間的変化を内観に与えていて興味深い。これはま

た外観に個性を付与するものともなっている。免震構造

として新しい提案があるわけではないが、免震構造を存

分に生かしつつ、構造の考え方を直截的にデザインに表

現した統合度の高い優れた作品である。

（六鹿正治）

免震化した経緯及び企画設計等
安全なインフラの担い手としての企業の本社ビルで

ある。よって建築も高い安全性を備えたものとするこ
とを標榜し、コンクリート造による中間階免震構造を
採用した。土木設計コンサルタント企業のアイデンテ
ィティーの表現として躯体そのものを打放し仕上とし
て利用し、免震装置を見せることで企業姿勢を目に見
える形で表現した。免震上部の居室部分を守ると同時
に免震層の高さを利用し居室部分を隣接する山手線の
レベルより上に配することで、外部への視界が広がる
良好な執務空間を確保した。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
「完全無柱オフィス」、「構造合理性を伴った建築表現」
のコンセプトに基づき構造計画を行ったRC造中間階免
震建物である。
1階と2階の間に免震層を配置して、1階を土木的ス

ケールの厚さのRC壁、2階以上を外装PCa版＋RCコア
ウォール＋プレストレス格子梁により構成し、最大
14mスパンの完全無柱オフィス空間を実現した。外装
PCa版は柱及び耐震壁として利用した。外装耐震壁の
配置は鉛直及び地震時の応力分布に基づき決定し、構造
合理性を伴った建築表現を追求した。大地震時において
も外装PCa構造体は弾性範囲内に留まり外装機能は維
持され、免震化により可能となった建築表現である。
免震層は、建物内部側に免震装置を集約配置すること

で、平均面圧を高めて長周期化を図り、耐震安全性を向
上させた。装置から外周部に跳ね出したプレストレス大
梁を建物正面に表して、土木的風景の創出を試みた。

東京建設コンサルタント新本社ビル作品賞
建築主・監理者：株式会社東京建設コンサルタント　岸　輝親

設計者：清水建設株式会社　竹内雅彦、斎藤利昭
監理者：株式会社松田平田設計　藤森　智
施工者：清水建設株式会社　野口高行

建物外観（撮影：新建築写真部）

正面外観（撮影：新建築写真部） 全体構成図
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建築概要
建 設 地：東京都港区高輪3丁目13-65
建 築 主：味の素株式会社
設　　計：株式会社久米設計
施　　工：大成建設株式会社
竣　　工：2004年11月
建築面積：1,925m2 延床面積：6,210m2

階　　数：地上3階、地下1階　高　　さ：16.0ｍ
構造種別：鉄骨造

選評

国際的な食品企業の人材育成、研修のセンターで一

般のための図書館、博物館機能も併設した計画である。

都心住宅地における高さ制限、近隣への配慮を充分に

計画してくみ込み、企業創業者住居の跡地であること

から、一部歴史的な要素の保存も同時に実現している。

第一に特筆すべきは、都営浅草線の地下鉄シールド上

部にマットスラブを配し、免震を介して軽やかな構築物

が建設されている点にある。地下部分に大スパンの大講

義室、庭に面したロビー空間を配し、地下部分へのラン

ドスケープ、自然光の導入に免震構成の空間利用がなさ

れている。地階から最上階へとつながる吹抜けと自然光

に満ちたトップライトはこの建築に豊かな明るい空間性

を与えている。保存された日本庭園、流水壁への眺望な

ど明るい内部空間と内部外部の浸透性をたくみにデザイ

ンにとりいれ、日本の伝統建築のもつ和やかさと現代の

モダニズムをむすびつけた表現を獲得している。免震に

より軽量大スパン、構造材のプロポーションが軽快に実

現している点において、日本免震構造協会賞（作品）に

ふさわしい計画であるといえる。中規模の建築に免震を

用いることで、構造性能を向上させるとともに明解な空

間構成と形態ヴォリュームのデザインを成立させ、今後

の免震をつかった建築設計に多くの可能性を示唆してく

れる作品と考える。

（岡部憲明）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は、味の素グループの全世界的な人材育成の

場として、味の素創業者自邸である「旧鈴木三郎助邸」
の跡地に建設する研修センターである。地震災害時に
は免震構造を採用することにより、味の素グループの
災害活動の中枢として機能する。旧鈴木三郎助邸は、
歴史的建築要素が多く、塀や内装材の一部を保存移築
することにより伝統を継承する計画とした。
本敷地は、都心住宅地における高さ制限などの条件

に加え、敷地内を地下鉄トンネルが横断するという条
件がある。この厳しい敷地条件の中、施設計画の要求
を満たす免震構造である。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
地下鉄が横断することにより与えられた建物重量、地

下スペース・工事への厳しい制限、12ヶ月工期、狭小
敷地での伝統的家屋の一部保存を行う与条件に対して、
以下の免震技術提案によって、高い耐震性能の確保と伝
統の継承を図る新しい形態の研修施設を実現した。
【免震ピット深さの最小化システムの構築】
限られた地下スペースに大スパン架構を構築するた

めに、免震架台をキャピタルとして利用したフラット
スラブとした。フラットスラブは、16.6mの大スパン
中間に上下方向を拘束する直動型転がり支承を配置す
ることで応力の軽減を図った。また、マットスラブに
は、厚さを薄くするためにPCを導入した。
【大スパン軽量建物の免震システムと免震部材の適所配置】
H鋼柱・梁架構により構造体重量を軽量化することで

制限重量を満足させ、最小個数の鉛プラグ入り積層ゴ
ムにすべり支承＋転がり支承を組合せた免震システム
で、軽量免震建物の長周期化を図っている。また、高
軸力となる中央部柱直下に弾性すべり支承を配置し免
震部材からの反力を軽減するなど、免震部材の特性を
利用した適所配置を行った。

味の素グループ高輪研修センター作品賞
建築主：味の素株式会社　坂倉一郎
設計者：株式会社久米設計　嵐山正樹、依田博基、渡瀬利則
施工者：大成建設株式会社　平田尚久

建物外観（撮影：ハットリスタジオ）

免震ピット深さ
最小化システム

擁壁を利用した滝
（撮影：ハットリスタジオ）



82 MENSHIN NO.57 2007.8

第8回日本免震構造協会賞

（目的）
第 1 条 この規程は、社団法人日本免震構造協会
（以下「協会」という。）の表彰について必要な
事項を定め、免震構造の技術の進歩及び適正な
普及発展に貢献した者並びに建築物に対して表
彰することを目的とする。

（表彰の種類）
第 2 条 表彰は、功労賞、技術賞及び作品賞の3
種類に分けて行う。

（表彰の対象）
第 3 条 功労賞は、多年にわたり免震構造の適正
な普及発展に功績が顕著な者に贈る。
2 技術賞は、免震建築物の設計、施工及びこれら
に係る装置等に関する技術としての優れた成果
に贈る。
3 作品賞は、免震構造の特質を反映した、優れた
建築物に贈る。

（表彰の方法）
第 4 条 表彰の方法は、功労、技術又は作品の内
容により表彰状と副賞又は感謝状を贈る。
2 表彰の時期は、原則として、協会の通常総会時
に行う。

（応募資格）
第 5 条 応募者は、原則として、第1種正会員に
属する個人、第2種正会員及び賛助会員に属する
個人とする。

（応募の方法）
第 6 条 協会会長(以下「会長」という。）は、毎
年日本免震構造協会賞応募要領を定め、候補者
を募集する。
2 応募は、自薦又は他薦のいずれでも良い。

（表彰委員会）
第 7 条 日本免震構造協会賞の審査は、表彰委員
会（以下「委員会」という。）が行う。

2 委員長及び委員は、理事会の同意を経て、会長
が委嘱する。

3 委員会には、委員長の指名により副委員長1名
を置く。副委員長は、委員長を補佐し、委員長
に事故ある時は、その職務を代行する。

4 委員会は、委員長及び副委員長を含め、8名以
内で構成する。

5 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨
げないが連続2期までとする。

6 委員長は、必要に応じ専門委員を置くことがで
きる。

7 委員会の運営について必要な事項は、委員会が
別に定める。

（受賞者の決定）
第 8 条 受賞者は、委員会の推薦により会長が決
定する。

（規程の改廃）
第 9 条 この規程の改廃は、理事会の議決による。
（細則）
第10条 この規程を実施するために必要な事項に
ついては、別に定める。
附則（最終改正）
この規程は、平成19年5月16日から施行する。

応募申込先及び応募に関する問合せ先
（社）日本免震構造協会・事務局
〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18

JIA館2階
TEL03-5775-5432 FAX03-5775-5434

第9回（2008年）日本免震構造協会賞募集

社団法人日本免震構造協会表彰規程に従って、下記のとおり第9回（2008年）日本免震構造協会賞の応
募者を公募いたします。会員の方々の積極的な応募と推薦をお待ちしております。なお、作品賞は、2007
年9月末日以前に竣工した建築物で、審査のための内部視察が可能な建築物を対象といたします。
●応募締切日　応募申込　2007年10月末日まで ●（社）日本免震構造協会表彰委員会

（FAX可） 委員長　神田　順
書類提出　2007年11月末日 委　員　岡部憲明　　小幡　学　　河村壮一

●表　彰　式　2008年6月 北村春幸　　平島　寛　　村井義則
（社）日本免震構造協会通常総会後 六鹿正治

社団法人日本免震構造協会表彰規程
2000年6月15日制定
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ

行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了

し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60ｍを超え
る超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第2水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇性能評価委員会
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　　章（東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸（東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海（東京大学） 副委員長 山　峯夫（福岡大学）

山崎　真司（首都大学東京） 委員 曽田五月也（早稲田大学）
委員 大川　　出（建築研究所） 西村　　功（武蔵工業大学）

島 和司（神奈川大学） 山崎　真司（首都大学東京）
瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東洋ゴム工業製天
然ゴム系積層ゴム
支承

申請者

東洋ゴム工業
06007

（H19.3.6）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東洋ゴム工業製高
減衰ゴム系積層ゴ
ム支承

東洋ゴム工業
07001

（H19.3.9）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック
工業（株）式　角型
すべり支承

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

07002
（H19.4.16）

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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委 員 会 の 動 き ●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

5月中旬に、J-SHISから地震速

度波形をダウンロードして、設

計の応答計算で使用する加速度

波形に変換する波形処理ソフト

をJSSIの会員専用ホームページで

公開した。また、6月施行改正基

準法のGs関連告示について免震

計算例を用いて追加の検討をし

ている。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会・ダン

パー小委員会

アイソレータ小委員会ではこ

れまでの3年間の委員会活動の成

果として、「アイソレータの設

計・施工の現状と課題（仮称）」

のとりまとめを進めてきた。ダ

ンパー小委員会では、各種ダン

パーに関する技術情報をとりま

とめ、WEB上で公開を行った。

アイソレータ小委員会・ダン

パー小委員会ともに部材単体に

とどまらず免震層（免震システム）

の設計までを含めて検討を行っ

ていきたい。具体的な主な活動

目標は、「部材特性データ（実験デ

ータ）の収集と公開」、「構造計算

用の復元力モデルの妥当性の検

討」、「免震部材の取り付け部施

工などの検討」などであり、最

終的には「免震部材の設計施工

マニュアル（案）」を作成したい。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林長仁

パッシブ制振評価小委員会

（委員長　笠井和彦）との合同小委

員会では、制振構造の普及を図

るために、寺子屋形式の講習会

の数に比べ援助や救済に携わっ

ている人々の数が圧倒的に大き

いこともある。経済活動が盛ん

で便利な生活をエンジョイして

いる過密な大都市が同じように

壊れた場合を想像すると恐ろし

くなる。都市の過密をこれ以上

進めようとするなら、建物は言

うまでもなく、交通機関やライ

フラインの耐震設計においても、

地震の発生頻度から決めている

地域係数とは別に過密係数のよ

うな割り増しが必要なように感

じる。免震構造の技術に関して

驕りは許されないが、より良い

免震構造の普及は必須である。

技術委員会の活動を各委員長か

ら紹介していただく。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

「免震部材と取付け躯体との接

合部の設計指針（案）」を作成すべ

く活動している。また、6月20日

の建築基準法の一部改正に伴い、

免震告示計算（平成12年建設省告

示第2009号）に及ぼす内容を考慮

して、免震告示計算の今後の改

正を視野に入れた提案内容の検

討を行っている。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

地域毎の地震動評価を具体的

かつ総合的に実施し、データ公

開も行っている中央防災会議（内

閣府）と防災科学技術研究所の結

果を同一地点で比較し、震源モ

デルや地震動の予測手法によっ

て結果がどの程度異なるのかに

ついて、検証作業を行っている

ところである。

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、4/10、5/10、

6/12に開催した。活動内容は、定

例的な会員動向の確認、収支状

況の確認のほか、2006年度事業

総括、2007年度事業計画の審議

をおこなった。2007年度の事業

計画においては、財務状況を勘

案しながら、免震構造の更なる

普及を図るための具体的な活動

の企画立案を企画小委員会、財

務小委員会の審議をもとに進め

ている。基準法改正に伴う免震

告示の課題、性能評価機関とし

ての対応等についても審議を進

めている。

技術委員会
委員長　和田　章

多くの専門家が指摘している

海洋型の大地震は間違いなく襲

ってくるのであろうが、近年は

内陸型と言われる地震が多く、

中越地震から2年半の短い期間を

おいて、7月16日午前には中越沖

地震が起きた。新潟県柏崎市を

中心に古い木造建築が数多く倒

壊し、高速道路・鉄道、ガス・

水道にも多くの被害が生じた。

これらの破壊は人々の普段の便

利な生活を一度に止めてしまう。

高齢化の進む人口の少ない地方

都市の地震災害は大きな問題を

持つが、今回の地震では火災は

発生しておらず、敏速な復旧活

動など、最近の地震災害の経験

が生かされつつある。雪国であ

り個々の建物は隙間をもって建

てられ、道路幅も広い。これら

が復旧活動をある程度容易にし

ているように思われる。被害者
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を年末に企画することとした。

また、制振部材の性能確認試

験方法についても、さらに統一

的な方法を目指して検討を継続

するために、現状の試験方法の

確認を行っている。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

滑り系装置（弾性滑り・剛滑り）

について耐火構造の認定条件の

検討を継続。滑り材の高温特性

試験を公的試験機関で実施し、

結果を検討した。耐火設計ガイ

ドラインの検討を始めている。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

普及委員会運営幹事会で検討

を続けてきた9月7日に行われる

フォーラムについては、2007年

が免震建築の建設25年になるこ

とに因んでテーマが選定された。

多数の参加者を期待して教育普

及部会を中心に準備中。2008年

の創立15周年の記念行事も準備

を開始したので、出版部会を中

心に対応する予定。

6月20日施行の法改正が戸建住

宅免震に大きく影響しているが

早急な解決のため戸建住宅部会

が活動している。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

6月29日（金）に当協会と日本ゴ

ム協会との共催で免震専科講習会

「免震建築の詳細設計法と積層ゴ

ムの性能に関する講習会」を開催

した。参加申込者が定員の70名を

超えたため、2回目の講習会を７

月20日（金）に開催した。

免震構造の普及に向け、各種

の展示会への参加や協会独自の

展示会の開催を計画することに

なり、会員向けに普及ツール（パ

ンフレット、ポスター、模型等）

のアンケートを実施している。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、7月25

日（水）に開催されました。8月24

日発行予定の会誌57号の進行状

況、次の58号の内容及び執筆依

頼について検討しました。

2008年に日本免震構造協会は

創立15周年を迎え記念事業が行

われる予定であり、出版部会委

員を中心に記念事業委員会広報

部会が発足して、見学会や記念

会誌の発行など担当する事にな

るものと報告された。

会誌と同封して執筆公募した

所、多くの反響があったので、

今後も定期的に執筆公募を行う

事とした。

情報発信としての免震協会HP

についても、読みやすさをテー

マにメディアWGを中心として検

討を進めている。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

5月21日に第8回委員会、6月18日

に幹事会を実施。地震リスク、環

境問題、地震防災の3テーマに関

する報告書を引き続き作成中。併

せて、2007年度の活動計画を論議。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

平成19年6月20日で改正基準法

が施行され、限界耐力法について

は改正となったが、告示免震に関

しては内容の改正にまで至ってい

ない。告示の内容は、地盤の増幅

率の考えは限界耐力法によるとな

っているため、当面告示免震の設

計はこれによることとなった。戸

建免震においてはこのことが問題

となっており、Gsの下限値1.23が

非常に足かせになっている。また、

地盤が成層であることや、土の動

的変形試験の実施など、戸建て免

震においては非常にハ－ドルが高

くなっており、戸建て免震の普及

の妨げになっている。今後、当部

会として戸建て免震の普及に向

け、告示免震に関する法改正の要

望に向け、技術的な問題について

話し合っていこうと考えている。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

免震建物の性能評価法の国際比

較のためのベンチマーク建物案が

議論された。また、第1回ニュース

レターの内容と発行先のメイリン

グリストが作成され、海外への情

報発信に向けた活動が本格的に

始動した。なお、5月14日から18

日の期間、南アメリカのケープタ

ウンにおいてCIBWorld Building

Congressが開催され、前国際委員

長の岡本伸委員に、CIB/TG44の

活動と本の出版の業績により、

"CIB PC COMMENDATION"賞が

授与された。国際委員会のこれま

での活動が世界的に認められた

大変喜ばしいニュースであり、こ

こに報告したい。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

（1）本年度第1回の資格制度委員

会「運営幹事会」を4月10日

（火）に開催し、今年度に当

当協会が開催する資格制度

関連の講習・試験等の年間

日程について下記の通り実

施することを確認した。

免震部建築施工管理技術者講

習・試験

10月7日（日）都市センターホテル
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第2四半期は、「免震建物点検

技術者」の更新講習会の準備を

行います。

記念事業委員会
委員長　川口　健一

記念事業委員会は2008年に15周

年を迎える本協会の関連記念事業

を司ることを目的としており、3

回の準備委員会を経て、6月15日

に第1回の委員会を開催、発足し

た。15周年記念事業は10周年記念

事業の経験を踏まえて、より実質

的な形で免震構造の啓蒙活動を盛

り上げると共に、本協会の15周年

のマイルストーンを刻む活動を目

指している。それぞれの活動に対

応した6程度の部会を設け、本会

の常置部会との連携を図りながら

活動していく。特別イベントとし

ては国際ワークショップ、記念コ

ンペ、市民イベント、等の実施を

計画している。また、免震部材の

耐久性に関する技術調査や見学会

など本協会の通常活動をより拡大

した形で行う事業も計画する。さ

らに15周年を記念して「修士論文

賞」の設立を計画しており、協会

として継続的に免震構造の研究開

発を下支えしていく仕掛けとして

定着させたいと考えている。

免震部建築施工管理技術者更

新講習会

11月11日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者更新講習会

11月25日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者講習・試験

1月26日（土）砂防会館

（2）『免震建物点検技術者』につい

ても「更新」の年度を迎えた

ことに伴い、上記の如く今年

度より「更新講習会」を開催す

ることとなった。このため、

『点検技術者更新部会』（林章

二委員長）を新設することと

した。

なお、本年4月10日現在の「施

工管理技術者」は1,785名、「点検

技術者」は730名、合計2,515名が

資格登録者である。

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

平成19年度第1四半期は、前年

度に引き続き3項目について最終

調整を行ない完了しました。

1）「設計・施工に役立つ問題事

例と推奨事例」の出版

副題として、“点検業務からみ

た免震建物”とし、出版原稿を

完了し8月の出版に向けて校正を

行っています。

2）「免震建物維持管理基準－

2007－」の出版

免震建物において各種更新工事

の時期に入り、更新工事後の点検

についても言及しています。8月出

版に向けて校正を行っています。

3）「免震建物点検技術者」資格

の更新について整備

平成20年3月に最初の更新が予

定されている「免震建物点検技術

者」資格について、資格制度委員

会更新部会として更新に関する

手続き等の整備を完了しました。
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4.3

4.4

4.5

4.5

4.5

4.10

4.10

4.10

4.11

4.17

4.17

4.17

4.19

4.25

4.25

4.26

5.8

5.10

5.10

5.15

5.15

5.15

5.15

5.21

5.22

5.23

5.29

5.31

6.1

6.12

6.12

6.14

6.15

6.15

6.18

6.19

6.20

6.20

6.22

6.25

6.25

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振部材解析WG

維持管理委員会

国際委員会

表彰委員会

普及委員会/運営幹事会

技術委員会/設計部会/設計小委員会

運営委員会

資格制度委員会/運営幹事会

普及委員会/社会環境部会

技術委員会/防耐火部会

技術委員会/設計部会/設計支援ソフト小委員会

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同

普及委員会/出版部会/「MENSHIN」56号編集WG

普及委員会/出版部会

技術委員会/設計部会/入力地震動小委員会

技術委員会/運営幹事会

運営委員会

技術委員会/設計部会/設計小委員会

技術委員会/防耐火部会

普及委員会/教育普及部会

普及委員会/運営幹事会・教育普及部会合同開催フォーラムWG

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

普及委員会/社会環境部会

技術委員会/設計部会/設計支援ソフト小委員会

維持管理委員会

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

技術委員会/設計部会/入力地震動小委員会

普及委員会/戸建住宅部会/幹事会

運営委員会

資格制度委員会/施工管理技術者試験部会

国際委員会

記念事業委員会

技術委員会/設計部会/設計小委員会

普及委員会/社会環境部会/幹事会

技術委員会/設計部会/設計支援ソフト小委員会

資格制度委員会/点検技術者更新部会

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振解析WG

技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会・制振部材品質基準小委員会合同

技術委員会/防耐火部会

技術委員会/設計部会/入力地震動小委員会

事務局

〃

〃

建築家会館3F大会議室

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

建築家会館3F小会議室

事務局

〃

〃

6

8

6

10

6

8

13

10

5

15

6

6

16

4

8

13

9

10

5

14

6

10

8

6

5

9

8

11

7

11

6

9

14

10

5

5

5

4

17

18

14

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2007.4.1～2007.6.30）
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会員動向

会員種別 会員名

氏　名

業種または所属

所　属

入　会

会員種別

退　会

氏　名 業　種会員種別

会員種別変更

賛助会員

　　〃

　　〃

2種正会員

　　〃

（株）住宅検査保証協会

ＤＡＭＰＴＥＣＨ ダンプテック
 （デンマーク）
（株）メンテック

立道　郁生

古橋　剛

住宅性能評価機関

メーカー/免震材料（ダンパー）

建設業/総合

明星大学　理工学部建築学科　教授

日本大学　理工学部建築学科・
対震構造研究室　准教授

賛助会員から第1種正会員へ スターツCAM（株） 建設業/総合

第2種正会員 森野　捷輔 三重大学

名誉会員 1名

第1種正会員 108社

第2種正会員 174名

賛助会員 69社

特別会員 6団体

会員数
（2007年6月30日現在）
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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インフォメーション

◇住宅免震システム小委員会からのお知らせ

本委員会の成果報告「大工・工務店のための免震住宅設計・施工マニュアル」が

JSSI会員専用ページにてご覧いただけます。

WEBサイト：http://www.jssi.or.jp/kaiin/kodate/kodate-index.htm

なお、本報告の概要は、会誌58号に掲載されます。

◇ダンパー小委員会からのお知らせ

本委員会の2006年度成果報告「ダンパー小委員会活動報告書」がJSSI会員専用ペ

ージ（上記参照）にてご覧いただけます。
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I n f o r m a t i o n

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

10月
10/1 平成19年度免震建物点検技術者講習・試験案内送信、HP掲載

10/7 平成19年度免震部建築施工管理技術者講習・試験（東京：都市センターH）

10/中旬 理事会

10/中旬 危機管理産業展に参加（東京ビックサイト）

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

11月
11/上旬 平成19年度免震部建築施工管理技術者試験/合格者発表

11/11 施工管理技術者対象：更新講習会（東京：都市センターH）

11/22 平成19年度免震建物点検者講習・試験申込受付締切り

11/25 点検術者対象：更新講習会（東京：新宿NSビル）

11/26 会誌「menshin」No.58発行

11/30 日本免震構造協会協会賞応募書類提出締切り

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

8月
8/上旬 「免震建物維持管理基準－2007－」発行

8/16 通信理事会

8/24 平成19年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験申込受付締切り

8/27 会誌「menshin」No.57発行

8/29～ 建築学会大会会場（福岡大学）にて免震普及展示会

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 

24 

4 

11 

18 

25

9月
9/7 「第12回JSSIフォーラム」（東京：工学院大学）

9/18 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 
24/31 

4 

11 

18 

25

12月
12/上旬 制振建築物の設計に関する講習会（東京：建築家会館）

年末年始の休暇　12/28～1/4

は、行事予定日など行事予定表（2007年8月～2007年12月）



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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I n f o r m a t i o n

会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

7月末の参議院議員選挙では、与党が過半数割れ

となってしまいましたが、年金や事務所費問題な

ど説明責任不足が結果に現れたと言われておりま

す。建物を設計するに当たり、我々も建物の性能

を施主に充分説明して理解して頂く説明責任が、6

月20日施行の建築基準法改正とも関連して今後も

ますます必要となって来ると思われます。

今号では屋上部分の一部を免震化して建物重量

をマスダンパーとして利用した超高層複合建築や

既存建物の上部に免震層を設けて上部5層増築とし

た中間層免震防災拠点建物など免震装置の色々な

利用の仕方が紹介されております。

また、今年も「日本免震構造協会賞」が発表さ

れましたが、免震構造を生かす建築計画、構造計

画の優れた作品が受賞しておりますので、今後の

設計の一助として下さい。

免震建築訪問で海岸線に面して急峻な傾斜地と

いう敷地条件を克服して免震建築が建設され、昨

年協会賞を受賞した「国際医療福祉大学熱海病院」

に訪問取材した今回の編集WGは、小澤、猿田、世

良、中川、藤波さんの5名の方々でした。御苦労様

でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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